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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 電気 
計測 器 工業 会 (JEMIMA)/ 財団法人 日 本 規格 協会 (JSA) か ら ， 工業 標準 原案 を 具 し て 日 本 工業規格 を 改正す ベ 
きとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， JISZ 4511:1999 及び J1SZ 4511:2001 (追 補 1) は 改正され， この 規格に 置き換えられる。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 権 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 
会 は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 実用 
新案 登録 出 願に かかわる 確認に ついて， 責任 はもたない。 

JISZ4511 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 
附属 書 1 (規定） 個人 線量 計の 校正 方法 
附属 書 2 (規定） 実用 測定器の 確認 校正 
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照射 線量 測定器， 空気 カーマ 測定器， 
空気 吸収 線量 測定器 及び 線量 当量 測定器の 校正 方法 

Methods of calibration for exposure meters, air kerma meters, air absorbed 
dose meters and dose-equivalent meters 

序文 この 規格 は， JIS Z 4511 ： 1999 を， 平成 13 年 4 月からの 新しい 計量法 及び ICRP-1990 年の 勧告 を 

取 り 入れた 新しい 放射線 障害 防止 関連 法令な どの 施行に 伴い， 空気 カーマ 基準の 導入な ど， 校正の 体系の 
基本的 事項に ついて， 平成 12 年度に 追加され た 追 補 を 含めて 全面的に 改正した ものである。 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 光子 エネルギー 10keV〜3MeV の 照射 線量 測定器， 空気 カーマ 測定器， 空気 
吸収 線量 測定器 及び 線量 当量 測定器 （以下， 測定器と いう。） の 校正 方法 （ただし， 特定 標準 器 又は 特定 二 
次 標準 器な どに よる 計量法に 基づ く 校正 は 除 く 。 ） について 規定す る 。 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引 用 規格の う ち で 発行 年 を 付記 して ある もの は， 記載の 年の 版 だ けが こ の 規格 を 構成す る も 
のであって， その後の 改正 版 • 追 補に は 適用し ない。 発効 年 を 付記して いない 引用 規格 は， その 最新 版 （追 
補 を 含む。） を 適用す る。 

JIS Z 4001 原子力 用語 

JIS Z 4331 X • y 線 及び ほ 線 個人 線量 計 校正 用 ファントム 
JIS Z 8103 計測 用語 
JIS Z 8401 数値の 丸め 方 

ISO 4037-1： 19%, X and gamma reference raaiation for calibrating dosemeters and doserate meters ana for 
determining their response as a function of photon energy ― Part 1: Radiation characteristics and 
production methods 

ISO 4037-3:1999， X and gamma reference radiation for calibrating dosemeters and doserate meters and for 
determining their response as a function of photon energy ― Part 3: Calibration of area and personal 
dosemeters and the measurement of their response as a function of energy and angle oi incidence 

3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， JISZ4001 及び JISZ8103 による ほ 力、， 次に よる。 

備考 1. 単位 時間 当たりの 線量 当量 を "線量 当量 率" といい， この 規格に おいて は 線量 当量 （又は 線 
量 当量 率） を "線量 当量 （率)" と 書き表す。 
2. 単位 時間 当たりの 照射 線量 を "照射 線量 率" といい， この 規格に おいて は 照射 線量 （又は 照 
射 線量 率） を "照射 線量 （率)" と 書き表す。 同様に， 単位 時間 当たりの 空気 カーマ 及び 空気 
吸収 線量 を それぞれ" 空気 カーマ 率"， "空気 吸収 線量 率" といい， この 規格に おいて は 空気 
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カーマ （又は 空気 カーマ 率） を 空気 カーマ （率)， 空気 吸収 線量 （又は 空気 吸収 線量 率） を 空 
気 吸収 線量 （率） と 書き表す。 

a) 線量 当量 関係の 定義 

1) ICRU 球 質量 百分率が， 酸素 76.2 %， 炭素 11.1 %， 水素 10.1 % 及び 窒素 2.6 % の 元素 組成 を も 
つ， 密度 1 g/cm3 で 直径 30 cm の 球。 

2) ICRU スラブ 質量 百分率が， 酸素 76.2 %， 炭素 1 し 1 %， 水素 10.1 % 及び 窒素 2.6 % の 元素 組成 
を もつ， 密度 1 g/cm3 で， 30 cm X 30 cm X 1 5 cm の 直方体。 

3) 1 cm 線量 当量 場所に かかわる 1cm 線量 当量 及び 個人に かかわる 1cm 線量 当量の 総称。 場所に か 
かわる 1cm 線量 当量 は， ICRU 球 を 単一 方向の 面 平行 ビームの 光子で 照射した とき， 入射 方向に 沿 
い 入射 面から 主軸 上 1 cm の 深さに おける 線量 当量。 また， 個人に かかわる 1 cm 線量 当量 は ICRU 
ス ラ ブを 単一 方向の 面 平行 ビームの 光子で 主 平面に 垂直に 照射した と き， 入射 面から 主軸 上 1 cm 深 
さに おける 線量 当量。 Icm 線量 当量 をが で 示す。 

なお， この 線量 当量 率 を， ふ で 示す。 

4) 70^1111線量当量 場所にかかゎる 70^1111線量当量及び個人にかかゎる 70^01線量当量の総称。 場所 
にかかゎる 70 ^11^線量当量は， ICRU 球 を 単一 方向の 面 平行 ビームの 光子で 照射した とき， 入射 方 
向に沿ぃ入射面から主軸上70^1111の深さにぉける線量当量。 また， 個人に かかわる 70^1111線量当量 
は， ICRU スラブ を 単一 方向の 面 平行 ビームの 光子で 主 平面に 垂直に 照射した とき， 入射 面から 主 
軸上70^1111深さにぉける線量当量。 70^011線量当量を， i/ 70 一で 示す。 

なお， この 線量 当量 率 を ふ 70 一で 示す。 

5) ICRU 球 線量 当量 （率） 場所に かかわる 1cm 線量 当量 （率） 及び 70， 線量 当量 （率） の 総称。 

6) ICRU スラブ 線量 当量 （率） 個人に かかわる 1cm 線量 当量 （率） 及び70^1111線量当量 （率） の 総 

称。 

7) 線量 当量 換算 係数 自由 空間 中での 空気 カーマ （率） から ICRU 球 線量 当量 （率） 又は ICRU スラ 

ブ 線量 当量 （率） を 算出 するとき に 用いる 換算 係数。 

8) 空気 吸収 線量 換算 係数 照射 線量 （率） から 空気 吸収 線量 （率） を 算出す る ときに 用いる 換算 係数 (二 
33.97 GyX kg/C)o 

9) 空気 カーマ 換算 係数 照射 線量 （率） から 空気 カーマ （率） を 算出 するとき に 用いる 換算 係数 (=33.97 
x(l_g)—iGyXkg/C)。 ここで g は 制動放射 による 損失 割合 を 示す。 

b) 校正 関係の 定義 

1) 照射 線量 測定器 照射 線量 （率） の 測定 を 行うた めの 測定器。 

2) 空気 カーマ 測定器 空気 カーマ （率） の 測定 を 行うた めの 測定器。 

3) 空気 吸収 線量 測定器 空気 吸収 線量 （率） の 測定 を 行うた めの 測定器。 以下， この 規格で は]. 5MeV 
以下の 光子に 対して 空気 吸収 線量 測定器 を 空気 カーマ 測定器に 含める。 

4) 線量 当量 測定器 ICRU 球 又は ICRU スラブ 線量 当量 （率） の 測定 を 行うた めの 測定器。 

5) 照射 線量 （率） 基準 校正 装置に よって 設定され た 基準と なる 照射 線量 (率)。 

6) 空気 カーマ (率) 基準 照射 線量 （率） 基準に 空気 カーマ 換算 係数 を 乗じて 得られる 基準と なる 空 
気 カーマ （率)。 . 

7) 空気 吸収 線量 （率） 基準 照射 線量 （率） 基準に 空気 吸収 線量 換算 係数 を 乗じて 得られる 基準と な 
る 空気 吸収 線量 (率) 基準。 以下， この 規格で は， 空気 吸収 線量 (率) 基準 を 空気 カーマ (率) 基 
準に 含める。 
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8) 線量 当量 （率） 基準 空気 カーマ （率） 基準に 線量 当量 換算 係数 を 乗じて 得られる 基準と なる ICRU 
球 線量 当量 （率） 又は ICRU スラブ 線量 当量 （率)。 

9) 線量 （率） 基準 照射 線量 （率） 基準， 空気 カーマ （率） 基準， 空気 吸収 線量 （率） 基準 及び 線量 
当量 （率） 基準の 総称。 

10) 校正 線量 （率） 基準と 測定器の 表す 値との 関係 を 求める こと。 

11) 校正 装置 照射 線量 （率） 又は 空気 カーマ （率） 基準 を 設定す るた めの 基準 器と 照射 装置 又は 基準 

となる y 線 源。 

12) 特定 標準 器 計量法に 基づき 経済 産業 大臣が 指定した 標準 測定器。 

13) 特定 二次 標準 器 計量法に 基づき 特定 標準 器 を 用いて 校正され た 標準 器。 また, この 規格で は， 計 

量 法 上 特定 二次 標準 器と 同等と 見なされる 標準 器 （ワーキング スタンダード） を 含む。 

14) 基準 器 校正 を 行う 場合に 基準と なる 測定器。 基準 器の 種類に は， 基準 測定器 及び 実用 基準 測定器 
が ある。 また， 実用 基準 測定器の 種類に は， 照射 線量 又は 空気 カーマ 実用 基準 測定器と 線量 当量 実 
用 基準 測定器と が ある。 

15) 照射 装置 校正に 使用す る]/ 線 照射 装置 又は X 線 照射 装置の 総称。 

16) 基準 r 線 源 線量 （率） 基準 を 設定す るた めの 基準と なる y 線 源で 特定 二次 標準 器に よって 値 付け 
のされた もの。 

17) 実用 r 線 源 実用 測定器 を 校正す るた め に だけ 用いられる）/ 線 源。 基準 測定器に よ つ て 線量 率が 値 

付 け さ れた 実用 基準 y 線 源 と 線量 率 基準 を もた な L 3 確認 校正 用 の y 線 源 と 力 3' ある。 

18) 実用 照射 装置 線量 （率） 基準 を 設定す るた めの 簡易な 照射 装置。 

19) 実用 測定器 実用に 供して いる 測定器。 照射 線量 実用 測定器， 空気 カーマ 実用 測定器， 空気 吸収 線 
量 実用 測定器 及び 線量 当量 実用 測定器が ある。 この 規格で は， 空気 吸収 線量 実用 測定器 を 空気 カー 
マ 実用 測定器に 含める。 

20) 基準 校正 特定 二次 標準 器， 基準 測定器 又は 実用 基準 測定器の 校正。 

21) 実用 校正 実用 測定器の 校正。 

22) 確認 校正 実用に 供して いる 実用 測定器に ついて， 定期的な 性能 維持の 確認 を 目的と して， 線量 (率） 
基準 を 用いず 実用 線 源に よる 校正 定数の 変動の 有無に 着目 して 行う 簡易 的な 校正。 

23) 置換 法 同一 条件の 照射 場に 基準 器 及び 被 校正 測定器 を 交互に 置き換えて， 校正 を 行う 方法。 ここ 
で， 置換 法に は， ISO4037-3 に 規定す る 被 校正 測定器と 基準 器と を 同時に 照射す る 方法 及び 照射 装 
置の 出力 変動 を 監視す る ビーム モニタ を 併用す る 方法 を 含める。 

24) 線 源 法 基準 y 線 源 又は 実用 基準)/ 線 源に よって 被 校正 測定器の 校正 を 行う 方法。 

25) 逆 2 乗法 線量 （率） 基準 を 基に 任意の 距離に おける 照射 線量， 空気 カーマ 又は 線量 当量 （率） を 
計算に よって 求め， 被 校正 測定器の 校正 を 行う 方法。 

26) 校正 定数 基準と する 照射 線量 （率)， 空気 カーマ （率） 又は 線量 当量 （率） を 被 校正 測定器の 指示 
値で 除した 値。 

4. 校正の 体系 国家 標準から 一次， 二次 及び 実用 照射 線量 (率) 又は 空気 カーマ (率) 基準へ と 移行す 

る 校正の 体系 は， 図 1 及び 次に よる。 

a) 校正 は， 特定 二次 標準 器， 基準 測定器 又は 実用 基準 測定器 を 対象と する 基準 校正と， 実用 測定器 を 対 
象と する 実用 校正 と に 分類す る 。 

b) 基準 校正 は， 一次 照射 線量 （率） 又は 一次 空気 カーマ （率） 基準に よる 特定 二次 標準 器の 校正， 二次 
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照射 線量 （率） 又は 二次 空気 カーマ （率） 基準に よる 基準 測定器の 校正 及び 実用 照射 線量 （率)， 実用 
空気 カーマ （率） 又は 実用 線量 当量 （率） 基準に よる 実用 基準 測定器の 校正と する。 
C) 実用 校正 は， 照射 線量 実用 測定器 及び 空気 カーマ 実用 測定器に ついては それぞれ 実用 照射 線量 （率） 
基準 及び 実用 空気 カーマ (率) 基準に よ る 校正 並びに 確認 校正 とする。 線量 当量 実用 測定器 について 
は， 実用 空気 カーマ (率) 基準に 線量 当量 換算 係数 を 乗じて 得られた 線量 当量 (率) 基準に よる 校正 
及び 線量 当量 実用 基準 測定器に よって 値 付けられた 実用 線量 当量 （率） 基準に よる 校正 並びに 確認 校 
正と する。 

d) 特定 標準 器 は， 計量法 上の 最高 位の 国家 標準 器で ある。 特定 二次 標準 器 は， 一次 照射 線量 (率) 基準 
又は 一次 空気 カーマ （率） 基準に よって 校正され た 標準 測定器で ある。 

e) 基準ん 線 源 は， 特定 二次 標準 器に よって 線 源の 照射 線量 率， 空気 カーマ 率 又は 線量 当量 率が 値 付けら 
れた y 線 源と する。 同様に 値 付けられた〕/ 線 照射 装置 を 単独で 使用す る 場合， これに 含める。 

実用 基準]/ 線 源 は, 基準 測定器に よって 線 源の 照射 線量 率， 空気 カーマ 率 又は 線量 当量 率が 値 付けられ 
た]/ 線 源と する。 同様に 値 付けられた y 線 照射 装置 を 単独で 使用す る 場合， これに 含める。 
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参考 



コ リメ— ト型 7 線 照射 装置 又は 基準 y の 空気 カーマ (率) に 線量 当量 換算 係 を 乗じて， ICRU 球 線量 当量 (率) の 照射 装置 又は 基準 >^ 線 源と し て 使用で き る。 実用）^ 線 照射 

装置 を ICRU 球 :1 量 当量 (率) で 値 付 けして， 実用 ICRU 球 線量 当量 (率) 基準 を 設定で き る 。 

特定 二次 標準 器 及び 基準 測定器 （常用 參照 標準 を 含む） の 校正 は， この 規格の 対象範囲 外と する。 また， 確認 校正の 方法に ついては， 附属 書 2 に 示す。 
実線 は 実際の 連係 を 示し， 点線の 矢印 は 国家 標準と 基準 間との つながり を 示す。 二 点 鎖 線 は 実用 ICRU 球 線量 当量 (率) 基準への つながり を 示す。 
ICRU ス ラ ブ 線量 当量 (率) 基準に よ る 校正の 体系 は， 附属 書 1 付図 1 に 示す。 

照射. m 量 (率) 基準 は， 空気 力一マ 換算 係数 を 乗じる ことによって， 空気 力一マ (率) 基準と して 使用で きる。 また， 実用 照射 線量 (率) 基準に 空気 吸収 線量 換算 係数 を 乗じて 実 

用 空気 吸収 線量 (率) 基準 を 設定した 場で， 空気 吸収 緣量 実用 測定器 を 校正で きる。 ■ 

図 1 校正の 体系 
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5. 校正 定数の 不確か さの 求め 方 校正 定数の 不確か さに おける 信頼 度 は 95 % とする。 不確か さの 総合 
は， 個々 の 事象に かかわる 不確か さの 2 乗 和の 平方根と する。 校正に おける 不確か さは， 基準 を 設定した 
場の 不確か さ （基準 測定器の 性能 を 含む 校正の 不確か さ 又は 基準]/ 線 源の 校正の 不確か さ。） と 被 校正 測定 
器の 不確か さ と （校正の 不確か さ を 含む。） の 2 乗 和の 平方根と して 求める。 



6. 校正の 不確か さ 

6.1 基準 校正の 不確か さ 基準 校正の 不確か さは， 次に よる。 

a) i 37 Cs 又は 6 GCo の]^ 線 エネルギー によって 実用 照射 線量 （率） 基準 又は 実用 空気 力一 マ （率） 基準 を 
設定した 場で， 照射 線量 又は 空気 カーマ 実用 基準 測定器 を 校正す る 場合の 不確か さは， 6% 以下と す 

る。 

b) ' 37 Cs 又は 6( )Co の)/ 線 エネルギー によって 線量 当量 （率） 基準 を 設定した 場で， 線量 当量 実用 基準 測 
定器を 校正す る 場合の 不確か さは， 6 % 以下と する。 

参考 二次 照射 線量 (率) 基準 又は 二次 空気 カーマ (率) 基準 を 設定した 場で， 基準 測定器 を 校正す 
る 場合の 不確か さは， 5 o/o 以下で ある。 
6.2 実用 校正の 不確か さ 実用 校正の 不確か さは， 次に よる。 

a) 実用 照射 線量 （率） 基準 又は 実用 空気 カーマ ひお） 基準 を 設定した 場で， 照射 線量 又は 空気 カーマ 実 
用 測定器 を 校正す る 場合の 不確か さは， 20 % 以下と する。 

b) 実用 空気 カーマ （率） 基準に， 線量 当量 換算 係数 を 乗じて 線量 当量 （率） 基準 を 設定した 場で， 線量 
当量 実用 測定器 を 校正す る 場合の 不確か さは， 20 % 以下と する。 

なお， 線量 当量 (率） 基準 を 求める ための 線量 当量 換算 係数の 誤差 は， 考慮し ない ものと する。 

7. 基準 器 及び 照射 装置 

7.1 基準 測定器 基準 測定器の 検出器 は， 電離 箱 式と する。 電離 箱 は， 使用す る エネルギー 範囲 ごとに， 
適応す る 壁 厚 又は 入射 窓 厚 を もち， 表 1 の 性能 を 満たす ものと する。 
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表 1 基準 測定器の 性能 （％) 



性能 項目 


検出器の 使用 エネルギー 範囲 


lOkeV 以上 
30 keV 未満 


30keV 以上 
300 keV 未満 


300 keV 以 1： 
3 000 keV 未満 


レスポンスの 再現 性 ( 2 ) 


ぐ 1.0 


<1.0 


<1.0 


方向 特性 


<1.0 


<0.5 


<0.5 


線量 率 特性 ( 4 ) 


<0.5 


<0.5 


ぐ 0.5 


ス テム 効果 ( 5 ) 


<0.5 


<1.0 


<0.5 


目盛の 直線 性 ( 6 ) 


<0.5 


<0.5 


<0.5 


エネルギー 特性 ( 7 ) 


く ±10 


<士6 


<±2 



注 (2) 線 質， 線量 率な どの 照射 条件 を ほぼ 一 定に 保ち, 長時間 照射 し た 場合 又は 日 を 変え 
て 照射 し た 場合の， 校正 定数の 最大値 と 最小値 と の 差の 最小値に 対す る 百分率。 

C) 規定の 照射 方向 ±2° の範 圏で， 放射線の 入射 方向 を 変えて 照射 を 行った 場合の， 指 
示 値の 最大値 と 最小値 と の 差の 最小値に 対す る 百分率。 

( 4 ) 照射 線量 又は 空気 カーマ 測定器 を， 定格 又は 使用 最大 線量 率 及び その 1/2 程度の 線 
量 率で 照射 した 場合の， 校正 定数の 差の 最小の 校正 定数に 対す る 百分率。 

( 5 ) 電離 箱の 柄 （前 増幅器 を 含む。） を 遮へ いした 場合と， しない 場合との， 指示 値の 差 
の 遮へ いした 場合に 対する 百分率。 

( 6 ) 同 - - 測定 レンジ 内に おいて， 最大 目盛 値の 30〜100 o/o の 指示 範 HI における 校正 定数 
のうち で 最大値 と 最小値 と の 差の 最小値に 対す る 百分率。 

C) エネルギー 特性 は， 次の 式に よって 求める。 

N -N . 

C = 土 _ ^XIOO 

' N +N . 

max mm 

ここに， A^iax ： 検出器の 使用 エネルギー 範囲 内に おける 校正 定数の 最大値 
ノ Vmin ： 検出器の 使用 エネルギー 範囲 内に おける 校正 定数の 最小値 



7.2 実用 基準 測定器 実用 基準 測定器 は， 次に よる。 

a) 実用 基準 測定器 は， 基準 測定器と 同等の 性能 を もつ 測定器 及び 実用 校正 をしょう としてい る 特定の 照 
射 線量 又は 空気 カーマ 実用 測定器 若 し く は 線量 当量 実用 測定器 と 同一 形式の 検出 部 を もつ 測定器 と す 

る。 

b) 実用 E 準 測定器の 性能 は， 変動 係数で 示す。 ' 37 Cs 又は 6 Geo の)^ 線 照射 装置に よって 実用 基準 測定器 
を 同一の 照射 条件で 4 回 以上 照射 したと き， 測定器 指示 値の 変動 係数 は， 0.03 以下 とする。 

7.3 照射 装置， その他 校正に 必要な 器具の 性能 照射 装置， その他の 校正に 必要な 器具の 性能 は， 次に 

よる。 

a) 照射 線量 （率） 又は 空気 カーマ （率） 基準 場の 設定に 用いる 照射 装置， その他の 校正に 必要な 器具の 
性能 は， 表 2 に 示す とおりと する。 
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表 2 照射 装置 及び その他 校正に 必要な 器具の 性能 



装置 


項目 


許容 値 


線 照射 装置 


照射野 均一 性 


±2 


シャツ タ 開閉 速度 


1 以下 


再現 性 (1。） 


0.005 


X 線 照射 装置 


照射野 均一 性 ％( 8 ) 


±3 


シャツ タ 開閉 速度 ％( 9 ) 


1 以下 


X 線 出力 安定 度 ％(1') 


±2 


温度計 


器 差 V 


±1 


湿度計 


器 差 ％ 


±5 


気圧計 


fefe kPa 


±0.4 


計時 装置 


器 差 ％ 


±0.1 


長さ 計 




±0.1 



注 ( 8 ) ]/ 線 照射 装置 及び X 線 照射 装置の 照射野の 均一 性 は， 1 台の 被 校正 測定器 

を 照射す る 場合 及び 複数個の 被 校正 測定器 を 同時に 照射す る 場合の 照射野 
内の 照射 線量 （率） 又は 空気 カーマ （率） の 均一 性 を 意味す る。 
( 9 ) シャツ 夕 開閉 速度 は， シャツ タ 開閉 時間の 照射 時間に 対する 百分率 を 示す。 
C') y 線 照射 装置の 再現 性 は， 線 源 を 格納 状態から 照射 状態へ 変える ことによ 

つて， 基準 測定器 を 10 回 照射した ときの 指示 値の 変動 係数で ある。 
(") X 線 出力 変動 を 監視す る モニタ 電離 箱な どが ある 場合に は， 安定 度は士 
5 % とし， 変動 分 を 補正す る ものと する。 

b) 実用 照射 装置と 実用 基準 測定器と を 組み合わせた 性能 は， 実用 照射 装置で 実用 基準 測定器 を 同一の 照 
射 条件で 4 回 以上 照射 したと き の 指示 値の 変動 係数で 示 し ， 0.05 以下と する。 

8. 基準 校正 
8.1 校正 方法 

8.1.1 実用 基準 測定器 又は 実用 基準 r 線 源 実用基準測定器又は実用基準)^線源は， 次の いずれ かの 方法 
で 校正す る。 

a) 基準 測定器 及び]/ 線 照射 装置に よって 実用 照射 線量 (率) 基準 又は 実用 空気 カーマ (率) 基準 を 設定 
した 場で， 置換 法に よって 行う。 

b) 基準 y 線 源に よって 実用 照射 線量 (率) 基準 又は 実用 空気 カーマ (率) 基準 を 設定した 場で, 線 源 法 

によって 行う。 

C) 実用 基準 y 線 源の 線量 率の 値 付け は, 線 源 か ら 決めら れた 点で 基準 測定器 を 用 いて 行う。 
8.2 基準 校正の 校正 範囲 

8.2.1 実用 基準 測定器 実用 基準 測定器の 校正 範固は 表 3 による。 



表 3 実用 基準 測定器の 校正 範囲 



器 極 


目盛 


エネルギー 


ディ ジ タル 式 


必要な 測定 範囲で， 各デ カー ドの 中心 
付近の 1 点と する。 


― 実用 基準 測定器に ついては， 662 
keV (i37Cs) 又は 1 250 keV (6()Co) 
の 1 点と する。 


アナログ 式 


必要な 測定 範囲で， 各 測定 レンジの 最 

大目 盛の 1/2 以上の 1 点と する。 



参考 基準 測定器の 校正 範囲 を， 参考 表 1 に 示す。 

著作 胃に よ り 無断での 複製， ifc 載 等 は 禁止され てお り ます。 
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参考 表 1 基準 測定器の 校正 範囲 



器 種 


目盛 


エネルギー 


―、、 > 、、、わ、 1 —— \^ 

アイ ン タル 式 


必要な 測定 範 匪で， 各デ カー ドの 中心 
付近の 1 点と する。 


一 10 keV 以 . 1:： 30 keV 未満 用 につい 
て は 10 keV， 20 keV, 30 keV 付近 
のうち 1 点 以上と する。 

- 30keV 以 上 3 00 keV 未満 用 につい 
て は， 30keV, 50 keV, 80 keV, 
150 keV， 200 keV 付近の うち 2 点 
以上と する。 

一 300 keV 以上 3 000 keV 以下 用 に 
ついては， 662 keV('"Cs) ， 1 
250keV ( 6 0Co) の 2 点と する。 


アナログ 式 


必要な 測定 範囲で， 各 測定 レンジの 最 

大目 盛の 1/2 以上の 1 点と する。 



8.3 基準 校正の 環境 条件 基準 校正 を 行う 環境 条件 は， 表 4 による。 



表 4 基準 校正の 校正 時の 環境 条件 



項目 


条件 


周囲 温度 で 


20±5 


相対湿度 % 


^85 


気圧 kPa 


95.0〜103.0 


バックグラウンド 


測定器 を 校正す る 領域で 


空気 カーマ 率 


^0.22 


fxuy/h 





8.4 基準 校正の 照射 条件 

8.4.1 実用 基準 測定器 実用 基準 測定器の 校正 を 行う 場合の 照射 条件 は， 6.1.a) 又は 6.1.b) に 規定す る不確 

かさ を 満足す る ものと する。 

9. 実用 校正 

9.1 照射 線量 又は 空気 カーマ 実用 測定器の 校正 方法 照射 線量 又は 空気 カーマ 実用 測定器の 校正 は， 次 
のい ずれ かの 方法で 行う。 

a) 基準 測定器 及び 照射 装置に よ つ て 実用 照射 線量 (率) 基準 又は 実用 空気 カーマ (率) 基準 を 設定した 
場で， 置換 法 又は 逆 2 乗法に よって 行う。 

b) 実用 基準 測定器 及び 実用 照射 装置に よって 実用 照射 線量 （率） 基準 又は 実用 空気 カーマ （率） 基準 を 
設定した 場で， 置換 法 又は 逆 2 乗法に よって 行う。 

C) 基準)/ 線 源 又は 実用 基準)/ 線 源に よって 実用 照射 線量 （率） 基準 又は 実用 空気 力一 マ （率） 基準 を設 

定 した 場で， 線 源 法 又は 逆 2 乗法に よって 行う。 
9.2 線量 当量 実用 測定器の 校正 方法 ICRU 球 線量 当量 実用 測定器の 校正 は， 次の いずれ かの 方法で 行う。 

a) 基準 測定器 及び 照射 装置に よって 実用 空気 カーマ (率) 基準 を 定め， これに 線量 当量 換算 係数 を 乗じ 
て ICRU 球 線量 当量 （率） 基準 を 設定した 場で， 置換 法 又は 逆 2 乗法に よって 行う。 

b) ICRU 球 線量 当量 実用 測定器 及び 同一 形式の 検出 部 を もつ 測定器 を a) で 設定した ICRU 球 線量 当量 

(率) 基準で 校正し， これ を 用いて 実用 照射 装置 を ICRU 球 線量 当量 率で 値 付け し， ICRU 球 線量 当 
量 実用 測定器 を 置換 法に よって 校正す る。 



著作 描法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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c) ffi 準)/ 線 源 又は 実用 基準 y 線 源に よって 空気 カーマ （率） 基準 を 定め， これに 線量 当量 換 係数 を 乗 

じて ICRU 球 線量 当量 (率) 基準 を 設定した 場で， 線 源 法 又は 逆 2 乗法に よ つ て 行 う 。 
9.3 1CRU 球 線量 当量 （率） 基準の 決定 ICRU 球 線量 当量 （率） は， 実用 空気 カーマ （率） 基準 を 用い 

て， 次の 方法で 算出す る。 

a) Z/icm は， 実用 空気 カーマ （率） 基準 (め 及び 付表 1 に 示す 1cm 線量 当量 換算 係数 (/； J を 用いて， 次の 
式に よって 求める。 

H icrn 二 'に、 

b) //70Hm は， 実用 空気 カーマ （率） 基準 (め 及び 付表 2 に 示す 70 , 線量 当量 換算 係数 仏 OMm) を 用いて， 
次の 式に よって 求める。 

^ フ 0|1【》 一八 X ソ 70nm 

9.4 実用 校正の 校正 範囲 実用 測定器の 校正 範囲 は， 表 5 による。 



表 5 実用 測定器の 校正 範囲 



器欞 


校正 範囲 


ディジタル 式 


各デ カー ドの 中心 付近の 1 点と する。 


アナ 口 グ式 


一 直線 目盛の 場合に は， 各 測定 レンジ ごとに 最大 目盛の 1/2 以上の 1 点とする。 
一 対数 目盛の 場合に は， 各デ カード ごとに 2 目盛 付近の 1 点と する。 


ftife 式 


全 測定 範图 内の 1 点と する。 



備考 複数の 測定 レンジ を もつ 測定器に ついて， 使用す る レンジが 限定され る 場合に は， 使用 上の 要求 事 
項に 適合す る 性能 を 確保で きる 最大 レンジ を 上限に しても よい。 



9.5 実用 校正の 環境 条件 実用 校正 を 行う 環境 条件 は， 表 6 による。 

表 6 実用 校正の 校正 時の 環境 条件 



項目 


条件 


周囲 温度 で 


20±10 


相対湿度 % 


^85 


気圧 kPa 


85.0^106.0 


バックグラウンド 


測定器 を 校正す る 領域で 


空気 カーマ 率 


ま. 22 


^Gy/h 





9.6 実用 校正の 照射 条件 実用 校正 を 行う 場合の 照射 条件 は， 6.2 に 規定す る 不確か さ を 満足す る ものと 

する。 

10. 照射 装置 及び 測定器の 配置 基準 校正に おける 照射 装置 及び 測定器の 具体的な 幾何学 的 配置 は， 次に 
よる。 

a) )/ 線 照射 装置 は， 次に よる。 
1) コリ メート y 線の 場合に は， 図 2 のとお りと する。 



著作権 により 無断での 複製， iM 蒙 等 は 禁止され ております。 



11 

Z4511 ： 2005 



ム： 線 源 • 測定器 間 距離 H'. ビーム 中心 軸 • 床 間 距離 

a ： 測定器の 検出 部 寸法 S ： ビーム 中心 軸 • 側壁 間 距離 （天井 を 含む。） 

B ： 測定器 • 後方 壁 間 距離 e ： ビームの 広がり 角度 



ん (m) 


alL 


^(m) 


Him) 




(度） 


ん^ 3 


3 ぐん 


0.5 以上 


1/5 以下 


1.0 以上 


L/3 以上 


1.2 以上 


1.5 以上 


30 以下 



備考 ビームの 広がり 角度 （e) は， 最大 40° までとす る。 この場合， B は， ムぶ 3 のとき 1.5(m) 以上， ム>3 
のとき ん /2(m) 以上と する。 

図 2 コ リメ 一 卜 r 線の 場合 



2) 非コリ メート）^ 線の 場合に は， 図 3 のとお りと する。 



(天井) 



(天井） 



基準 r 線 源 



基 拳 測定器 又は 
被 校正 測定器 









に 



線 源 • 測定器 間 距離 

測定器の 検出 部 寸法 



B ： 測定器 • 


後方 壁 間 距離 


F ： 線 源 


• 前方 壁 間 距離 






all 


ん (m) 




^(m) 






1/5 以下 


2 以下 


2 以上 


2 以上 


2 以上 


1.2 以上 



備考 散乱 線の ，を 評価で きる 場合 は， 線 源 • 前方 壁 間 距離 (の は Im としても よい。 

図 3 非コリ メート r 線の 場合 



著作権法 によ り 無断での 複製， 載 等は禁 .【k されて おります。 




(床） 



1-1 



//： ビーム 中心 軸 • 床 間 距離 

S ： ビーム 中心 軸 • 側壁 間 距離 （天井 を 含む。) 



(床） 





側 j 



ハ 



—側- 



(天井） 



基準 測定器 又は 
被 校正 測定器 



r 線 ビー 
中心 軸 - 




r 線 ビームの 
中心 軸 



厂 



(前方 壁) 



床 



ん 



(後方 壁) 



の 

厶 



(後方 壁) 



z ： 線 源 • 測定器 間 距離 //: ビーム 中心 軸 • 床 間 距離 

a ： 測定器の 検出 部 寸法 S ： ビーム 中心 軸 • 側壁 間 距離 （天井 を 含む。 

B ： 測定器 • 後方 壁 間 距離 G ： ビームの 広がり 角度 



Mm) 


a/l 




//(m) 




e (度） 


] .0 以 ト 
6,0 以 F 


1/10 以下 


2.0 以上 


1.2 以上 


1.5 以上 


]5 以下 



備考 ビーム 絞り 及び 付加 フィルタ は， 散乱 線の 影響 を できるだけ 少なく する ため X 線 管 球に 

近づける。 



図 4 X 線 照射の 場合 

11. X 線の 線 質 

11.1 第 1 及び 第 2 半価 層の 測定 方法 ある 管 電圧， 管 電流， 固有 フィルタ （空気 層 を 含む。） 及び 付加 フ 
ィルタ 条件の もとで， ある 単一 物質の 半価 層 測定 用 フィルタの 厚さに 対する 線量 率 を 測定し， 減衰率 曲線 
を 作成す る 。 減衰率 1/2 及び 1/4 に 対応す る 測定 用 フィルタの 厚さ をり 及び/た とし， 

第 1 半価 層 =/|， 第 2 半価 層 二 — /1) 

を 求める。 

なお， エネルギー 特性の 良好な 検出器 を 使用し， フィルタ は X 線 ビーム 軸と 垂直に 設定し， ナ ロー ビー 
ムを 用いて， フィ ルタ などからの 散乱 線の 寄与が 無視で きる 条件で 測定 を 行う。 

11.2 フィルタ 付加 フィルタ は， X 線 管 球の 放射 口 近くに 設定し， フィルタ として 用いる 物質 は， アル 
ミニ ゥム， 銅， すず 及び 給の 4 種類と する。 

半価 層 測定 用 フィルタ は， アルミニウム， 銅 及びす ずの 3 種類と し， 実効 エネルギーが 40 keV 以下で は 
アルミニウム， 30〜20()keV の 範囲で は 銅， 0.1〜1 MeV の 範囲で はすず を それぞれ フィルタ と して 使用す 

る。 
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b) X 線 照射 装置 は， 図 4 による C 





シャツ 夕— 



(天井） 



-ム 絞り 



付加 フィルタ 



基準 測定器 又は 
被 校正 測定器 




ビ 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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フィルタに 用いる 物質の 材質 は， アルミニウム 99.8 % 以上， 銅， すず 及び 鉛 は， それぞれ 99 o/o 以上の 
純度と し， 厚さの 不確か さは 1 % とする。 

11.3 実効 エネルギーの 求め 方 ある X 線 ビームの 特定 物質に 対する 第 1 半価 層 を /1 とし， 同 物質の 光子 
減衰 係数が ln2//| と 等しくなる 光子 ヱ ネル ギー^ を 求める。 この ヱ ネル ギー^ を， その X 線 ビームの 実効 

エネルギー £，eft 'とする。 

11.4 均等 度 均等 度// C は， 次の 式に よって 求める。 

11.5 線 質 指標 線 質 指標 2/ は， 次の 式に よって 求める。 

ビ E 

max 

ここに， も ff ： 実効 エネルギー 

E 丽 ： 最大 エネルギー （管 電圧に 対応す る X 線 スぺク トルの 最 大工 
ネル ギー） 

11.6 線 質の 表示 X 線の 線 質 は， 実効 エネルギー （keV 又は MeV) で 表し， 半価 層， 均等 度 又は 線 質 指 
標を 併記す る。 また， X 線の 線 質 は， ISO 4037-1 で 規定す る 線 質 表示 法 を 用いても よい。 この場合 は， 管 
電圧， 平均 エネルギー （keV 又は MeV) 及び 半価 層 及び 均等 度 を 併記す る。 

12. 照射 線量 （率)， 空気 カーマ （率） 又は 空気 吸収 線量 （率） 測定器の 校正 定数の 求め 方 

12.1 置換 法の 場合 照射 装置に よって 測定器 を 校正す る 場合に 適用し， 被 校正 測定器の 校正 定数 は， 次 

の 式に よって 求める。 

ヌ X 專 

、 Q 

こ こ に， N ： 被 校正 測定器の 校正 定数 
A^s ： 基準 器の 校正 定数 

a ： 基準 器の 正味の 指示 値 

Q ： 被 校正 測定器の 正味の 指示 値 

12.2 線 源 法の 場合 基準 y 線 源 又は 実用 基準:/ 線 源に よって 測定器 を 校正す る 場合に 適用し， 被 校正 測 
定 器の 校正 定数 は， 次の 式に よって 求める。 

(線量 率 測定器の 場合） 

又は， N = ^^ (線量 測定器の 場合） 

ここに， N ： 被 校正 測定器の 校正 定数 

Ms ： 基準 y 線 源 又は 実用 基準 y 線 源の 線量 率 

Q ： 被 校正 測定器の 正味の 指示 値 
t ： 照射 時間 



箸 作 梅 法に よ り 無断での 複製， 板 載 等 は 禁止され てお ります。 
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12.3 逆 2 乗法の 場合 y 線 照射 装置， 基準 y お t 源 又は 実用 基準 y 線 源に よって 測定器 を 校正す る 場合に 
適用し， 被 校正 測定器の 校正 定数 は， 次の 式に よって 求める。 

Ms 



又は， 



N ： 
N ： 



Q 



Q 



(線量 率 測定器の 場合） 
(線量 測定器の 場合） 

N ： 被 校正 測定器の 校正 定数 
Q ： 被 校正 測定器の 正味の 指示 値 
t ： 照射 時間 

Ms ： 線 源に よる 線量 率で， 次の 式に よって 求める 



Ms 二 M, 



M, 
I 
L 



線 源からの 距離 /における 線量 率 基準 



を 値 付けた と きの 線 源から 基準 器までの 距離 

y 線 源 か ら 被 校正 測定器 ま での 距離 
た だ し ， ）^ 線 源 か ら 被 校正 測定器 ま での 距離 L に お け る iu の 計算 は ， L に 近接す る 距離 I に お け る 線量 
率 基準ん を 用いて 行う。 の 測定 間隔 は， コリ メート y 線の 場合に は 1 m， 非コ リメ一 ト y 線の 場合に 
は 0,5 m とする。 また， ふ S の 計算 式 は， 測定した ふ/と 距離に よる 関数 式で 表しても よい。 



13. 線量 当量 （率） 測定器の 校正 定数の 求め 方 

13.1 置換 法の 場合 照射 装置に よって 測定器 を 校正す る 場合に 適用し， 被 校正 測定器の 校正 定数 は， 次 
の 式に よって 求める。 



ただし， 



Q 



被 校正 測定器の 校正 定数 

各 深 さ に 対応す る ICRU 球 線量 当量 

基準 器の 校正 定数 

付表 1 及び 付表 2 に 示す 線量 当量 換算 係数 

基準 器の 正味の 線量 指示 量 

被 校正 測定器の 正味の 線量 当量 指示 値 



13.2 線 源 法の 場合 基準 y 線 源 又は 実用 基準 y 線 源に よって 測定器 を 校正す る 場合に 適用し， 被 校正》 

定 器の 校正 定数 は， 次の 式に よって 求める。 



N ，二- 



又は， 



Q 

H,xt 



(線量 当量 率 測定器の 場合） 
(線量 当量 測定器の 場合） 



ただし， FU 二 Ksxf 

こ こ に， N' ： 被 校正 測定器の 校正 定数 



,^ ^s. #s ダ ft 2 




费 作 ffl 法に より ii^ の 裏 製， 転載 等 は 禁止され ております。 



f 

Q 

13.3 逆 2 乗法の 場合 線 照射 装置， 

適用し， 次の 式に よって 求める。 



N' -- 



又は， N'-- 



Q 
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各 深さ に 対応す る ICRU 球 線量 当量 率 

基準 y 線 源 又は 実用 基準 線 源の 空気 カーマ 率 
付表 1 及び 付表 2 に 示す 線量 当量 換算 係数 
被 校正 測定器の 正味の 線量 当量 （率） 指示 値 
照射 時間 

基準 線 源 又は 実用 基準 y 線 源に よ つて 測定器 を 校正す る 場合に 



Q 



(線量 当量 率 測定器の 場合） 



(線量 当量 測定器の 場合） 



ただし， m 二 Ks^^f 

ここに， N に 被 校正 測定器の 校正 定数 



f 
Q 



各 深 さ に 対応す る ICRU 球 線』 
付表 1 及び 付表 2 に 示す 線量 当量 換算 係数 

被 校正 測定器の 正味の 線量 当量 （率） 指示 値 
照射 時間 

] /線 源に よる 空気 カーマ 率で， 12.3 に 示す 方法に よつ 

て 求める。 



14. 校正 結果の 記録 測定器の 校正 結果 は， 記録 用紙に 記入し， その 内容 は 次に よる。 
なお， 数値の 丸め 方 は， JISZ8401 による。 

a) 実用 基準 測定器の 場合に は， 校正の 結果， 使用した 基準 測定器 及び 被 校正 測定器の 名称， 形式， 製造 
番号， 製造業 者， 校正 方法， 環境 条件， 校正 年月日， 校正 者 氏名 及び その他 校正に 関する 諸 条件 を 記 
入す る。 

b) 基準 y 線 源 を 使用した 場合に は， 線 源 番号， 核 種 及び 基準点に おける 線量 率 を 記入す る。 実用 基準 y 
線 源 を 使用した 場合 は， 線 源 番号， 核 種， 基準点に おける 線量 率 を 記入す る ほか， 値 付けに 使用した 
基準 測定器の 名称， 形式， 製造番号 及び 値 付けの 実施 者と 実施 年月日と が 記載され た 記録 を 添付す る。 

C) 実用 測定器の 場合に は， 校正の 結果， 被 校正 測定器の 名称， 形式， 製造番号， 校正 者 氏名 及び 校正 年 
月日 を 記入す る。 



著作袍？^^にょ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております „ 
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付表 1 1cm 線量 当量 換算 係数 （場所に かかわる 1cm 線量 当量) 



ス, 、シ 1^ に/, ァ 1l、、 ク rT-K .\ く、 / 1 7\ 

X ,保 及 ひ y 線の ェ不ル キー () 


空気 カーマ 力、 ら 1 cm 撒 星:^: 風への 


MeV 


にん 1^ WUr /13\ 




Sv/Gy 


0.010 


0.008 


0.015 


0.26 


0.020 


0.61 


0.030 


1.10 


0.040 


1.47 


0.050 


1.67 


0.060 


1.74 


0.080 


1.72 


0,10 


1.65 


0.15 


1.49 


0.20 


1.40 


0.30 


1.31 


0.40 


1.26 


0.50 


1.23 


0.60 


1.21 


0.66(14) 


1.20 


0.80 


1.19 


1.0 


1.17 


1,25(15) 


1.16 




1.15 


2.0 


1.14 


3.0 


1.13 


4.0 


1.12 


5.0 


1.11 


6.0 


1.11 


8.0 


1.11 


10 


1.10 



注 (I 2 ) 線 源から 放出され る X 線 及び）/ 線の エネルギーが， 単一 エネルギーの 場合に は 光子 

エネルギー， 単一 エネルギー でない 場合に は 実効 エネルギー とする。 
該当する エネルギーがない 場合 は， 補間 法に よって 求める。 

(' 3 ) 空気 カーマから 1 cm の 深さに おける ICRU 球 線量 当量への 換算 係数で ある。 
(14) '37Cs}/ 線の エネルギー である。 

(' 5 ) 6 。Coy 線の 等価 換算 係数に 対応す る エネルギー である。 
参考 この 表 は， ICRPPubl.74 によった。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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付表 1 70 ^ini 線量 当量 換算 係数 （場所に かかわる 70 線量 当量) 



X 線 及び y 線の エネルギー (' 2 ) 


空気 カーマから 70 ^1111線リ,当リ:への 


MeV 


換算 係数 (I 6 ) 




Sv/Gy 


0.010 


0.95 


0.015 


0.99 


0.020 


1.05 


0.025 


1.13 


0.030 


1.22 


0.040 


1.41 


0.050 


1.53 


0.060 


1.59 


0.080 


L61 


0.10 


1.55 


0.15 


1.42 


0.20 


1.34 


0.30 


1.31 


0.40 


以 に 1 cm 線量 当量と 同一 


0.50 




0.60 




0.66('5) 




0.80 




1.0 




1.25(16) 




1.5 




2.0 




3.0 




4.0 




5.0 




6.0 




8.0 




10 





注 (' 2 )， 注 (") 及び 注 (IS) は， 付表 1 の 注 参照。 

(I 6 ) 空気 カーマから 70 屮 11 の 深さの ICRU 球 線量 当量への 換算 係数で ある。 
参考 この 表 は， ICRPPubl.74 によった。 、 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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付表 3 照射 線量 一空 気 カーマ 換算 係数 



X 線 及び)/ 線の エネルギー (け） 
MeV 



照射 線量 か ら 空気 カーマへの 換算 係数 

(18) 

mGy/R 



0.010 8.76 
(0.010 MeV から 1.0 MeV まで は 0.010 MeV の 換算 係数に 同- 
1.0 8.76 

8.76 

2.0 8.83 
3.0 8.85 
4.0 
5.0 
6.0 
8.0 
10 



1- ズリ) 



1.000 

1.000 
0.996 
0.995 
0.991 
0.988 
0.984 
0.980 
0.972 
0.964 



注 (17) X 線 及び)/ 線の エネルギー は， 単一 エネ ル ギ 一の 場合 に は 光子 エネ ルギ 一， 単- - -ェ 

ネル ギー でない 場合に は 実効 エネルギー とする。 該当する エネルギーがない 場合 は， 
補間 法に よって 求める。 

照射 線量 (単位： R) から 自由 空間 中の 空気 カーマへの 換算 係数で ある。 ここで， 1 R 
=2.58ズ10ー 4 (：/1^3でぁる。 エネルギーが 3 MeV 以上で は 電子 平衡の 条件 を 外れる こ 
とに よって， 照射 線量 を 正確に 決定す る ことができない。 
(卜 は 制動放射 損失に よる 補正 係数で ある。 
出典 ICRU 47(1992) 



著作権法 によ り 無断での 複製， 載 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 1 (規定） 個人 線量 計の 校正 方法 



1. 適用 範囲 この 附属 書 は， 個人 線量 計の 校正 方法に ついて 規定す る。 

2. 個人 線量 計 校正の 体系 個人 線量 計 校正の 体系 は， 本体の 4. による ほか， 附属 書 1 付図 1 及び 次に よ 

る。 

a) 校正 は， 個人 線量 計 を ファントムに 設置して 行う 基準と なる ファントム 校正と， ファントム を 用いな 
い 校正と に 分類す る。 

b) ファントム 校正 は， 実用 空気 カーマ （率） 基準に 附属 書 1 付表 1 及び 附属 書 1 付表 2 に 示す 線量 当量 
換算 係数 （以下， 線量 当量 換算 係数と いう。） を 乗じて 得られた ICRU スラブ 線量 当量 （率） 基準に 
よる 個人 線量 計の 校正と する。 

C) ファントム を 用いない 校正 (I) は， 線量 当量 実用 基準 測定器と 照射 装置 又は y 線 源と によって 設定され 
る ICRU ス ラ ブ 線量 当量 （率） 基準に よ る 個人 線量 計の 校正 とする。 

注 ひ） ファントム を 用いない 個人 線量 計の 校正 は， 個人 線量 計 を 線量 当量 実用 基準 測定器と して 用い 
る 方法で あ り ， 同一 形式の 線量 計 を 校正す る 場合に だけ 実施す る こ と がで き る。 

3. ファントム 校正 個人 線量 計の ファントム 校正 は， 次に よる。 

a) ファントム 校正の 方法 個人 線量 計の ファントム 校正 は， 個人 線量 計 を JISZ4331 に 規定す る ファン 

トムに 設置して 行う。 この場合， 個人 線量 計 は， ファントムの 中央部に， かつ， ファントムに できる 
だけ 接近 させて 設置す る。 

ファントムに 設置した 個人 線量 計 （以下， ファントム 設置 個人 線量 計と いう。） の 校正 は， 次の いず 
れ かの 方法で 行う。 

1) 基準 測定器 及び 照射 装置に よって 実用 空気 カーマ （率） 基準 を 定め， これに 線量 当量 換算 係数 を 乗 
じて ICRU スラブ 線量 当量 (率) 基準 を 設定した 場で， 置換 法 又は 逆 2 乗法に よ つて 行う。 

2) 基準 y 線 源 又は 実用 基準 y 線 源に よ つ て 実用 空気 力 一マ (率) 基準 を 定め， これに 線量 当量 換 係 
数 を 乗じて ICRU スラブ 線量 当量 （率） 基準 を 設定した 場で， 線 源 法 又は 逆 2 乗法に よって 行う。 

b) 照射 装置 及び 個人 線量 計の 配置 照射 装置 及び ファントム 設置 個人 線量 計の 具体的な 幾何学 的 配置 は， 

本体の 10. による ほ 力、， 次に よる。 

1) 個人 線量 計 を 設置した ファントム 全体 を 照射す る。 

2) 線 源と ファントム 設置 個人 線量 計との 距離 は， 2 m 以上と する。 

3) 校正 距離の 計測 は， 通常， 線 源の 中心と 検出器 中心との 間で 行う。 

4) ファントム は， その 照射 面の 中心 に お け る 垂: 線が， 照射 ビームの 中心 軸 と 一致す るよう に 設置す る 。 

5) ファントム は， 木 枠 又は 低密 度材 製の 台 を 用いて 校正 テ 一 ブル 表面 か ら 20 cm 以上 離 して 設置す る 。 
備考 1. 校正 距離が 2 m 以上で あ るた め， 校正 距離の 計測 は ファントム の 表面で 行って もよ い。 

2. ファントム 校正 を 実施 するとき， これ を 床から 空間に 支持す るた めの 小形 テーブル を "校正 
テーブル" と 呼ぶ。 

C) 校正 定数の 求め 方 個人 線量 計の 校正 定数 は， 本体の 13. に 示す 方法に よって 求める。 



蕃作権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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4. ファントム を 用いない 校正 個人 線量 計の ファントム を 用いない 校正 は， 次に よる。 
a) 3. によって 校正した 個人 線量 計 [以下， 基準と なる 個人 線量 計 を 照射 装置 又は]^ 線 源 を 用いて フ 
アン トムな しで 照射し， その 指示 値 （/o) を 求める。 次に， その 指示 値が ファントム 上に おいて 得ら 
れ たと 仮定した 場合の， 照射 位置に おける ICRU スラブ 線量 当量 率 （以下， 見掛けの 基準 線量 当量 率： 
ん,） を 次の 式に よって 求める。 



b) a) の 線量 計と 同形 式の 被 校正 個人 線量 計 を 同一の 照射 条件に よって 照射し， その 指示 値 (7) を 求める。 
被 校正 線量 計の 校正 定数 (AO は， 次の 式に よって 求める。 



ここに， 見掛けの 基準 線量 当量 率 

N。 ： 基準と なる 個人 線量 計の 校正 定数 
/(、 ： 基準と なる 個人 線量 計の 指示 値 
t, ： 基準と なる 個人 線量 計の 照射 時間 

t ： 被 校正 線量 計の 照射 時間 



注 ( 2 ) 基準と なる 個人 線量 計 は， 本体 7.2 に 規定す る 実用 基準 測定器の 要件 を 満たして いなけれ ばな 
ら ない。 

備考 1. 照射 装置の 線 源 又は 実用 y 線 源 は， i 37 Cs 又は sgq) とする。 

2. 基準 y 線 源， 実用 基準 y 線 源 又は 実用]^ 線 照射 装置 を 用いる 場合に おいて， 個人 線量 計の 照 
射 位置に お け る ICRU ス ラ ブ 線量 当量 率 ( ) が 分かって いる とき は， 基準と なる 個人 線量 計 
を ファント ム 上に 設置した 場合に 示す 指示 値 (/op) と 自由 空間 中に 設置した 場合に 示す 指示 値 

(/fa) との 比 [以下， 変換 係数 (め] を あらかじめ 求めて おき， これ を 被 校正 線量 計の 指示 値 (/p) 

に 乗じて 得られる 見掛けの 指示 値 (/c) から， 次の 式に よって 校正 定数 (TVp) を 求めても よい。 



い No 



だ。 



3. で 求めた 基準 と なる 個人 線量 計の 校正 定数 
基準 と なる 個人 線量 計の 指示 値 
照射 時間 




Hsxt 
い q 



ただし， 




著作権法 により 無断での 複製， 転 itt は 禁止され ております。 



校正 装置 



^ m \ '-!-') あ！^ 



校正 区分 



特定に:;'; 器 



[ッ線,*^:!紅装置] 
[X 線 照射 装置] 



照射 線量 （率） 
国家 楝準 ― 



/T 象-里 当 里 
換算 係数 



サ 



-次に」 量 （率） 
基準 



特定 二次 標準 器 



線 照射 装置] 
[X» 照射 装置] 



' i ~ > 


二次 照射 線量 (率） 
基準 


1 —— r- 







基準 測定器 



線 照射 装置 ( 3 )'] 

[X 線 照射 装置] 



基準!^ 線 源 



実用 基準 測定器 



[実用 、お:; に 置 ( 3 )] 



実用. 基 傘^錄 源 



令 



実用 照射 線量 (率) 又は 
実用 空気 カーマ (率） 基準 



■■X 



ICRU スラブ 線量 

当量 （率) 基準 C) 



基準 校正 



1CRU スラブ 線量 

当量 (率） 基準 



o 



個人 線量 計 



T 父 正 



用いない 校正 



実用 校正 



個人 線量 計 



注 ( 3 ) ァ 照射 装置 又は 基準 ァ線 源の 空気 カーマ (率) に 線量 当量 換算 係数 を 乗じて， ICRU スラブ 線量 当量 (率) の 照射 装置 又は 基準 ア線 源と して 使用で きる。 実用 y 線 照射 装 
置 を ICRU 球 線量 当量 (率) で 値 付けして， 実用 ICRU ス ラ ブ 線量 当量 (率) 基準 を 設定で きる。 
( 4 ) 個人 線量 計 を 実用 基準 測定器と して 実用 ICRU スラブ 線量 当量 (率) 基準 を 設定し， 同形 式の 個人 線量 計 を 校正で きる。 
備考 1. 特定 二次 標準 器 及び 基準 測定器 （常用 參照 標準 を 含む。） の 校正 は， この 規格の 対象 範函 外と する。 

2. 実： は 実際の 連係 を 示し， 点;;: ゥ) 太） ジリは 国家 標準と 基準 間との つながり を 示す。 二 点ミ/ 1.':: お ま 実用 ICRU スラブ 線量 当量 (率) 基準への つながり を 示す。 
参考 照射 1^ 量 (率) 基準 は， 空気 カーマ 換' ね ^放 を 乗じる ことによって， 空気 カーマ (率) 基準と して 使用で きる。 



附属 書 1 付図 1 個人 線量 計 校正の 体系 



Z4511 ： 2005 



22 

Z4511 ： 2005 

附属 書 1 付表 1 1 cm 線量 当量 換算 係数 （個人に かかわる 1 cm 線量 当量) 



X 線 及び y 線の エネルギー ( 5 ) 
MeV 


空気 力一 マから 1cm 線量 当量への 換算 係数 ( 6 ) 
Sv/Gy 


0.010 


0.009 


0.012 5 


0.098 


0.015 


0.264 


0.017 5 


0.445 


0.020 


0.611 


0.025 


0.883 


0.030 


1.112 


0.040 


1.490 


0.045 


1 645 


0.05 


1.766 


0.06 


1.892 


0.08 


1.903 


0.10 


1.811 


0.125 


1.696 


0.15 


1.607 


0.20 


1.492 


0.30 


1.369 


0.40 


1.300 


0.50 


1.256 


0.60 


1.226 


0.66(7) 


1.213 


0.80 


1.190 


1.0 


1.167 


1.25(8) 


1.149 


1.5 


1.139 


3.0 


1.117 


6.0 


1.109 


10.0 


1.111 



注 ( 5 ) 線 源から 放出され る X 線 及び)/ 線の エネルギーが， 単一 エネルギーの 場合に は 光子 

エネルギー， 単一 エネ ルギ一 でない 場合に は 実効 エネルギー とする。 
該当する エネルギーがない 場合 は， 補間 法に よって 求める。 

(6) 空気 カーマから 1 cm 深さに おける ICRU ス ラ ブ球 線量 当量への 換算 係数で ある。 

C) '37CS)4 泉の エネルギー である。 

( 8 ) 6() 0)ァ 線の 等価 換算 係数に 対応す る エネルギー である。 
参考 こ の 表 は， ICRP Publ.74 によった。 
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附属 書 1 付表 2 70 pm 線量 当量 換算 係数 （個人に かかわる 70 pm 線量 当量) 



X 線 及 び y 線の ェ ネ ル ギ 一 ( 5 ) 


空気 カーマから 70 ^1111線量当量への換算係数( 9 ) 


MeV 


Sv/uy 


0.005 


0.750 


0.010 


0.947 


0.015 


0.981 


0.020 


1.045 


0.025 


1.130 


0.030 


1.230 


0.040 


1,444 


0.045 


1.546 


0.050 


1.632 


0.060 


1.716 


0.080 


1.732 


0.10 


1.669 


0.15 


1.518 


0.20 


1.432 


0.30 


1.336 


0.40 


1.280 


0.50 


1.244 


0.60 


1.220 


0.66(7) 


1,209 


0.80 


1.189 


1.0 


1.173 



注 ( 5 ) 及び は， 附属 書 1 付表 1 の注參 照。 

C) 空気 カーマから 70 pm の 深さに おける ICRU スラブ 線量 当量への 換算 係数で ある。 
参考 この 表 は， ICRPPubl.74 によった。 
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附属 書 2 (規定） 実用 測定器の 確認 校正 



1. 適用 範囲 この 附属 書 は， 実用 測定器の 確認 校正の 方法に ついて 規定す る。 確認 校正 は， 測定器の 性 
能が 継続して 維持され， その 測定器 を 用いた 測定 目的の ために 十分に 正確で ある こと を 検証し， 確認す る 
ために 行う ものであって， その 測定器に 対して 新たに 校正 定数 を 規定す る もので はない。 

2. 確認 校正の 体系 校正の 体系 は， 本体の 4. による ほ 力、， 次に よる。 

a) 確認 校正 は， 校正 定数が 確定した 実用 測定器に ついて 定期的に， 及び 必要に応じて 行う。 

b) 確認 校正 は， 実用 測定器に 対して， 実用]^ 線 源 及び 照射 条件 を 定める ことによって， 実施す る ことが 

できる。 

C) 確認 校正 を 実施 し ， こ の 附属 書の 4. に 規定す る 条件に よ つ て 校正 定数の 変化がない こ と が 確認され た 
実用 測定器に ついて， 引き続き その 校正 定数 を 使用す る ことができる。 ただし， この 条件 を 満たさな 
い 場合， 本体に 基づいて 新たな 校正 定数 を 定める。 

備考 1. 確認 校正の 頻度 は， 測定器の 性能， 用途， 使用 条件な どに よって 使用者 力 ■ 別に 定めて よい 
が, 最低 年 1 回 以上が 望ましい。 
2， 確認 校正に 用いる 線 源 は， 線量 率 基準の 有無 を 問わない が， 被 校正 測定器の 校正 定数の 妥当 

性 を 十分に 検証で きる 強度 を もつ ものが 望ましい。 この場合， レンジ 内の 最大 目盛の 30 % 
以上， ディ ジ タル 目盛の 場合に あって は 下から 2 けた 目の 数字が 3 以上で ある ことが 望ま し 
い。 また， 使用す る 測定器 力 複数の 測定 レンジ を もつ 場合に おいても， 確認 校正 は 少なく と 
も 一 測 定 レンジの 単一の 測定 点 だ け で 行 えば よい。 

3. 方法 確認 校正 は， 校正 定数が 確定した 実用 測定器に ついて， その 供用 開始から 一定期間 後の 指示 値 
を， 同一 条件で 照射した 使用 開始 時の 指示 値 （以下， 初期 指示 値） と 比較す る ことによって 行う。 照射 は， 
あらかじめ 定めた 実用 線 源 と 照射 条件 と を 用いて 行い， 得られた 指示 値 と 初期 指 示 値 との 比 を 求める。 
校正 時の 指示 値と 初期 指示 値との 比 を 求める 際に は， 線 源の 半減期 補正 を 行う。 

a) 確認 校正 を 行う 際に は， 初期 指示 値 を 求めた 際の 使用 線 源， 照射 条件な ど を 記載した 校正 記録が 保管 
され， 継続して 確認で きる よう 維持され ていなければ ならない。 初期 指示 値 は， 校正 定数が 確定した 
後， 又は 定置 式の 測定器に あって は 使用 場所に 設置した 後， すみやかに 求める。 

b) 確認 校正に 使用す る]^ 線 源 は， i 37 Cs 又は 6 ゃ0 のい ずれ かとし， 安定で 堅ろう な 形状 及び 構造 を もつ 
密封 線 源で なければ ならない。 また， 測定器の 使用 期間 を 通して 同一の 線 源 を 用いる。 ただし， やむ 
を 得ず 交換す る 場合に は わ の 方法に よる ものと する。 

備考 1. 測定器に よって， 226 Ra， 24 iAm 又は 9 Gsr，Y 線 源 を 使用しても よい。 

2. 測定器 にあら か じ め 検査 用 線 源が 内蔵 さ れ ている 場合， そ の 線 源 を 用 いても よい。 
C) 確認 校正 時の 測定器 及び 線 源の 幾何学 的 配置 条件 は， 初期 指示 値 を 求めた 場合と 同一の 配置と する。 
備考 幾何学 的 配置 条件 は， 測定器 ごとに 定めた 専用の ジグを 使用して 設定す る ことが 望ましい。 

d) 確認 校正 は， 測定器の 外観 検査， 検出器 及び 計測 部 全般に わたり 製造業 者が 指定す る 機能 検査 （点検） 
を 実施し， 機能 上の 問題がない こと を 確認した 上で 行う。 

e) 通常の 測定 時に おいて， 指示 値と して 複数回の 測定から 得られた 読み 値の 平均値 を 用いる 場合に は， 
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確認 校正 時に おいても 同等 回数の 測定 を 実施して 指示 値 を 求める。 
f) 確認 校正に 使用す る 線 源 又は 照射 条件 を 変更す る 場合に は， 本体に 規定す る 方法に よって， 校正 定数 
を 再度 決定す る。 ただし， 被 校正 測定器 を 用いて あらかじめ 変更 前の 線 源 及び 照射 条件と 変更 後の 線 
源 及び 照射 条件の 比較 試験 を 実施 し ， 両者に 対する 指示 値の 関係 を 十分な 精度 (変動 係数 0.05 以内と 
する） で 求め， 初期 指示 値からの 継続 性が 維持され ている ことが 証明で きる 場合に は， 引き続き 確認 
校正 を 実施しても よい。 

4, 性能の 判定 確認 校正に おいて， 校正 定数に 変化がない と 容認され る 範囲 は， この 附属 書の 3. に 示す 

方法に よって 得 ちれた 確認 校正 時の 指示 値と 初期 指示 値との 比に ついて 1±(U の 範囲と する。 

5. 確認 校正の 記録 確認 校正 を 実施した 結果 は 記録 用紙に 記入し， その 内容 は， 次に よる。 

a) 被 校正 測定器の 名称， 形式， 製造番号， 校正 実施 年月日， 校正 者 及び 校正 定数。 必要に応じて 校正 時 

の 記録 （原 校正 記録） を 添付す る。 
h) 初期 指示 値 を 得た ときの 記録 は， 初期 指示 値， 初期 指示 値 確定 時の 照射 条件， 使用した 線 源 （核 種 及 

び 線 源 番号)， 実施 年月日， 実施 者 及び 環境 条件と する。 
C) 確認 校正 実施 時の 記録 は， 指示 値 及び 判定 結果の ほか， 照射 条件， 線 源 （核 種 及び 線 源 番号)， 確認 校 

正 実施 年月日， 確認 校正 実施 者， 判断基準 及び 環境 条件と する。 



著作権法 により 無断での 複製， 載 等 は 禁止され ております。 
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JISZ4511 2005 

照射 線量 測定器， 空気 カーマ 測定器， 
空気 吸収 線量 測定器 及び 線量 当量 測定器の 校正 方法 

解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 
一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願いします。 

I . 旧規 格 は， JISZ4511 ： 1999 (照射 線量 測定器 及び 線量 当量 測定器の 校正 方法） 及び JISZ4511 ： 2001 
(追 補） が ある。 一方， ISO4037-1 ： 1996 及び ISO4037-3 ： 1999 が それぞれ 発行され ている。 また， ICRP 

1990 年 勧告に よって 2001 年 4 月から 放射線 障害 防止 関連 法令 等 （以下， 障 防 法 等と いう。） が 改正 施行 さ 

れた。 

そこで この 規格 は， ISO 規格 を 引用 規格と して 採用し， 空気 カーマと 線量 当量 換算 係数と を 使用す ると 

きの 校正 場の 条件 を 明確に する こ と， 実用 測定器の 確認 校正 を 新たに 規格化す るな ど 技術的な 部分 を 含め 

全面的な 見直し を 実施した。 また， 2001 年から 計量法の 改正 施行に よって 階層 化が 図られて いるので 併せ 
て 改正 を 行った。 

このため， この 規格の 名称 を "照射 線量 測定器， 空気 カーマ 測定器， 空気 吸収 線量 測定器 及び 線量 当量 
測定器の 校正 方法" に 変更した。 

IL 改正の 経緯 我が国で は， 1970 年代に 導入され た トレ一 サビ リ ティの 思想 を 背景に， 照射 線量 (率) 
測定器 を 対象と して， 標準 移行 体系と これに かかわる 基準 測定器， 照射 線量の 性能， 校正 方法な どの 標準 
化が 行われ， 1975 年 7 月に "照射 線量 測定器 及び 照射 線量 率 測定器の 校正 方法" に関する 規格 を JISZ4511 

として 制定した。 その後， 原子力発電所 及び 放射線 取扱 事業所の 増加に 伴い 校正 機関 も 設立され， 放射線 
防護の 分野で 測定器の 信頼性 向上の ため こ の 規格 は 有効に 活用 される ようになった。 このよう な 経過の 中 
で， トレー サビリ ティの 終 着 点 を 放射線 防護の ための 実用 測定器と 位置付け， 校正 方法 は， 標準 移行 を 対 
象 と する 基準 校正 と 実用 測定器 を 対象 と する 実用 校正 とに 区分し， 校正 目的と 手法 を 明確 化す る ことが 求 
めら れ るよう になった。 そこで， この 要求 を 考慮し 1987 年に JISZ4511 は 大幅に 見直し された。 

1988 年 4 月に "放射性 同位元素 等に よる 放射線 障害の 防止に 関する 法令" が 改正され 翌年 施行され た。 
こ の 改正で は， 実効 線量 当量 を 安全 側に 評価す る 線量 として ICRU 球の 1 cm 線量 当量が 採用 された ので， 
光子 1cm 線量 当量 測定器の 開発が 進められ， 市販され るよう になった。 そこで， 校正 方法 を これに 対応 さ 
せる ため， 国際 放射線 単位 委員会 報告書 39， 43 (以下， ICRU Report 39 及び 43 という。）， 国際 放射線 防 
護 委員会 報告 Vf51 (以下， ICRPPiiW.51 という。） など を 参考に この 規格の 改正が 1991 年に 行われた。 

1992 年 5 月に 計量法 （法律 第五 十一 号） が 改正され， トレー サビリ ティ 制度が 制定され たので， トレ一 
サ ビ リ ティ 制度 と こ の 規格 と の 整合性 を 図 る こと を 目的と し 1999 年に こ の 規格の 改正 を 行って いる。 

解 1 
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さらに， 2001 年 4 月に 1CRP '90 年 勧告 (Publ.60) を 取り入れた 障 防 法 等の 改正 施行に 伴い， この 規格に 
ついても 2001 年 3 月に 1cm 線量 当量 換算 係数の 変更 を 中心と した "追 補 1" の 発行に よって J1SZ4511 ： 
1999 が 補完 さ れた形 となって いた。 

今回の 改正 は， 現行 規格の "追 補 1" を 本体に 組み入れて 完成させる 作業， 用語の 定義， 計量法， ISO 
規格の 引用 規格への 取 り 込み 及び 確認 校正の 新規 追加 を 含め 見直 し を 実施し， 全面的な 改正 となった。 

III. 審議 中に 特に 問題と なった 事項 

1. 適用 範囲の エネルギー 及び 線量 当量 換算 係数に ついて この 規格の 適用 範囲で は， エネルギー 範圏を 
10 keV-3 MeV と 規定して いるが 線量 当量 換算 係数 は， 1CRP 等の 表 を 引用した 関係 上 3 MeV 以上の 換算 

係数 も そのまま 転載した。 この 規格に 記載した 3 MeV 以上の 線量 当量 換算 係数 は 参考 値で ある。 また， 70 
^1111線量当量にっぃても 301^6¥以上の線量換算係数は， 次の 理由に よって この 規格の 參考 値で ある。 

2. 70^1111線量当量及び1011線量当量にっぃて 1999 年 （平成 11 年） 4 月の 放射線 審議会 基本 部会 報告 

書 "外部 被ば く 及び 内部 被ば くの 評価 法に かかる 技術 指針" では， 場所の 測定に かかわる 項で "70 pm 線 
量 当量 率が 1 cm 線量 当量 率の 10 倍 を 超える おそれの ある 場所で 限定的に 測定の 義務 を 課す" と 述べて い 
る。 この 条件 を 満たす 70pm 線量 当量 率の 光子 エネルギー は 3()keV 以下 （10 倍の 差 は 15 keV 以下） であ 
る。 このような 低 エネルギー 光子 は， 電離 箱 サーベイ メータ 附属の ビ ルド アップ キャップ を 開く か 又は 外 
し， 薄 窓 状態で 測定す る。 校正 は， 低ェネルギー乂線及び70^1111線量当量換算係数を用ぃて行ぅ。 

30 keV 以上の 光子 を 測定 するとき は， ビ ルド アップ キャップ を 閉じる か 又は 装着して， 1cm 線量 当量 率 
を 測定す る。 このよう に 従来から 技術 指針 を 満足す るよ う に 実用 電離 箱 サーベイ メータが 製作され 市販 さ 
れ ている。 したがって， Cs， Co などの 高 エネルギー 光子 を 70 線量 当量 率で 測定す る 必要 はない。 ま 
た， 測定器 製造業 者 は， 実用 線量 当量 率 測定器の 性能 保証 範 園で おおむね 測定器 自体で 二次 電子 平衡が 取 
れ るよう に 設計して いる。 

以上に 加え， 技術 指針で は 個人の 外部 被ば くに かかわる 測定の 項で "主として， 1cm 線量 当量の 測定 を 
行う こ とが 適当で ある。 70 ^1111線量当量は， 5 線 及び 低 エネルギー 光子に よる 局所 的な 皮膚の 被ば く など 
に 限定され た 状況で だけ 問題と なること から， 外部 被ば く と 同様， 70^101線量当量率が1，線量当量率の 
10 倍 を 超える おそれが あるとき にだけ 測定の 義務 を 課す" としてい る。 したがって， 個人 線量 測定器に つ 
いても 上記の 場所に かかわる 測定と 同様で ある。 以上の 理由に よって この 規格の 改正に 当たって は， 我が 
国の 法令 改正の 基礎で あ る 技術 指針に 準拠す ると ともに 市販の サーベイ メータ の 特性 と の 整合性 を 図 り ， 
70 ^1111線量当量率測定用に設計されたサーべィ メータ は 光子 エネルギー 30 keV 以下で， また， 1 cm 線量 当 
量 率 測定器 は 30 keV 以上で 校正され ている と し， 現行 どおりと した。 

なお， 光子 エネルギーが 30 keV 以上で 特別に 70^1111線量当量の評価が求められる場合には， 70^101及び 
1 cm 線量 当量 はおお むね 等価で あるので， 合理的' 経済的に 個人 線量 管理 を 実施す るた め 1 cm 線量 当量 
測定値で 70 ^im 線量 当量 を 代表す る。 32 P な どの /8 線に かかわる 校正 は こ の 規格の 適用 範囲 外で ある。 

3. 校正 場の 二次 電子 平衡に ついて この 規格の 適用 範囲 外で あるが 何ら かの 目的で， 構造 的に 二次 1 は 子 
の 影 2: を 受け やすい 70 ^1111線量当量率用電離箱サーべィ メータ 及び 70 ^im 線量 当量 個人 線量 計 を Co など 
の)/ 線で 校正す る 場合 若し く は 1cm 線量 当量 率 用 測定器 を 高 エネルギー)/ 線で 校正す る 場合に は， 二次 電 
子 平衡 を 考慮し ISO 4037-3: 1999 を 参考に 測定器と 線 源との 間に ビ ルド アップつ いたて を 設置して 校正で 
きる。 ただし， この 校正 値 は參考 値で あり， このような 校正 を 行った 校正 場と 現場の 状況と が 相違す るの 
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で， この こと が 分か るよう にビ ルド アップつ いたての 厚さ 及 び 校正 条件 を サーベイ メータ 使用者 に 図 （ビ 
ル ドア ッ プっ い たて を 設けた 図） で 示 し 注意 を 喚起す る 必要が あ る 。 

4. 校正 場の 汚染 電子と 散乱 線 校正 場の 汚染 電子 は， 線 源， 照射 装置の コリ メータな どから 発生す る。 

t は 離 箱 サーベイ メータの ビ ルド アップ キャップ を 外し， コ リメ 一夕に 接近し て 校正す ると きに は 汚染 電子 
の 影響が 数％ 現れる こ とが ある。 Cs 及び Co 照射 装置から 3 m 以上 離れて 校正す る 場合 は， この 影響 は 無 
視 できる。 測定 原理が 異なり， 金属 壁 を もつ GM サーベイ メータ 及び シン チレ ーシ ヨン サーベイ メータ は， 
この 影響 はない。 ただし， GM サーベイ メータに 付属して いる^ 線 測定 用 キャップ は 閉じて y 線 を 測定す 
る。 汚染 電子の 影響が 現れる 場合 は， 照射 装置の コリ メータ 出 口に プラスチック 遮へ い 板 を 設け， 汚染 電 
子 を 遮へ いする。 一般的に は 汚染 電子の 影響よ り も 被 校正 測定器の 校正 台への 設置 方法に よる 散乱 線の 影 
響が 大き く これに 注意すべき である。 

5. 確認 校正 我が国で は， 現在， 放射性 同位元素 及び 放射線 発生 装置 を 利用す る 事業所が 全国で 約 5 000 
か 所 ある。 これらの 事業所 は， 法令に 基づき 指定され た 場所の 線量 当量 率 を 放射線 サーベイ メータで 測定 
を 行って いる。 測定器 は， 国家 標準に つながる 本体 4. "校正の 体系" に 基づき トレー サビリ ティ を 保ち 校 
正されて いる 力く 現状で は， 初回の 校正 後， 費用， 校正 日数な どの 関係で 数年間 校正され ずに 使用され て 
いる。 そこで， これらの 測定器に よる 測定の 信頼性 を 確保す るた め 新規に 確認 校正 を 規定した。 

6. 実用)/ 線 源 （実用 基準 y 線 源， 確認 校正 用)/ 線 源な ど） 従来， この 規格に おいて 規定され る 線 源 法 
によって 測定器の 校正が 実施され る 際に， y 線 源 そのものが 校正 用 基準と して 使用で きる の は， 特定 二次 
標準 器で 基準 線量 率が 値 付けされ た "基準]/ 線 源" だけであった。 基準]/ 線 源の 値 付けが なされる 位置と 

して は， 線 源から Im の 点が ほとんど であり， これに 逆 2 乗法 を 組み合わせても 校正が できる 範囲 はせい 
ぜぃ 基準 線量 率より ファクタ 4 程度 （逆 2 乗法の 許容^囲 として 士 50 cm を 仮定） となる。 また， 大きい 
寸法の 測定器 及び フ アン トム を 使うよう な 照射に は 不向きであった。 つまり， 測定 範囲 や 寸法の 異なる 多 
く の 測定器の 校正に おいて 線 源 法 を 一般的に 利用す る ことができる 範 I 西 は， 極めて 限られて いたと いう こ 
とがで きる。 したがって， このような場合に は， 専ら 線 源 を 特定し ない 置換 法力 溯 いられる ことになる。 

実際問題 として， y 線 照射 装置， 実用 y 線 照射 装置な ど を 使用す る 場合に は， 照射 場の 再現 性が 優れてい 

る こと を 前提と する 力〜 特定 二次 標準 器 及び 基準 測定器 によつ て 一度 得 ら れた 基準 線量 率の 値 を そのまま 
長期に わたって 半減期 補正 だけで 使用す る ことが 少なくなかった。 また， 通常の]/ 線 源の 場合で も， 照射 
距離な どの 再現 性 力， 保で きる 場合に は， 既に その 線 源に 対して 得られた 特定の 距離 位置に おける 基準 線 
量 率 値 を そのまま 用 レ > た 校正が 行われて いた。 

これまで は， これらに ついては 広い 意味での 置換 法の 一部と 見なす こ と とされて きた 力ぶ， 本来の 意味で 
の 置換 法と はいえず， むしろ "線 源 法" そのもの である こと は 明らかであった。 このため， 今回の 改正に 

おいて は， 1) 特定 二次 標準 器で 値 付けられた y 線 照射 装置 を 単独で 用いる 場合， あらゆる 照射 位置に 関し 

てこれ を "基準]^ 線 源" の 一種と 見なせる こと， 2) 基準 測定器に よって 値 付けされ た 基準 線量 率の 使用 を 
実用]/ 線 照射 装置 以外の 単独の y 線 源にまで 拡大し， これ を "実用 基準)/ 線 源" とする こと， また， その 
場合に 実用 y 線 照射 装置 は， この 実用 基準)/ 線 源の 一種と 見なす こと， を 明確に した。 

これによ つて， 安定した y 線 源 （又は 再現 性に 優れた 照射 装置） が あれば， 基準 測定器に よって 実用 線 
量 率 人い 《ち を 独自に 設定し， その y 線 源 を 実用 基準) /線 源と して 利用で きる ことにな つた。 さらに は， 一度， 
基準 線 は 率の 値 付け を すれば， 基準 測定器 を 常時 保有して いなくても， 一定期間 は 線 源 法に よって y 線 照 
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射 装置 及び y 線 源の 任意の 距離に おける 基準 線量 率の 値 を 用いる ことができ， 便宜 性が 増す とともに 測定 
器の 使用者 力 敬自に 測定器 校正 を 行う 可能性が 拡大した といえる。 また， 使用者が 独自に 実施す る こ とが 
可能な 測定器の 品質管理の 方法の 一つと して 新たに 導入した "確認 校正" に 関し， そのために 用いる]^ 線 
源 を "実用]^ 線 源" と して 校正の 体系に 加える こ と と した。 実用 y 線 源と して は， 多 く の 場合， 3.7 MBq 
未満の チヱ ッ キング 線 源が 使用され ると 思われる が， 放射能 値の 大きい 実用 基準 y 線 源な どで あっても 差 
し 支えない。 ただし， 確認 校正 時に その 基準 値 を 使用す る こと はない。 一方， この 意味から 線 源の 実用 上 
の 安定性に 問題がない 限り， 例えば， 放射能 （又は 放出 率） 基準な ど を もつ]^ 線 源 を この 確認 校正 用の 実 
用 IV 線 源 又は 基準 測定器に よって 値 付けして 実用 基準)^ 線 源と して 使用す る こと も 可能で ある 力、 決して 
放射能 基準 その もの を 用いる こと はない こと を 明確に 理解して おく 必要が あ る 。 

IV. 各項 目に 対する 補足説明 

1. 適用 範囲 計量法に かかわる 特定 標準 器 及び 特定 二次 標準 器 を 用いた 校正 は， この 規格から 除外した。 

2. 引用 規格 2000 年の JISZ 8301 ( 規格 票の 様式） 改正に 伴い， 備考と して 示した 引用 規格 も 項目と し 
て 挙げ， また， ISO 4037-1 及び ISO 4037-3 も 引用 規格に 追加した。 

3. 定義 （ICRU 球 線量 当量に ついて） ICRU 球に かかわる 線量 当量 は， 球の 各々 の 深さで 異なる ので， 

深さ を 指定す る ことによって 多くの 測定 対象 線量 を 定義す る ことができる。 そこで， 深さに 対応す る 線量 
当量の 名称の 煩雑 さ を 避ける ため， これら を 一括して ICRU 球 線量 当量 （率） と 呼ぶ ことと した。 
計量法で 使用 される 用語 及び 空気 カーマの 校正に かかわる 用語 を 追加 し た。 

4. 校正の 体系 照射 線量 測定器 及び 線量 当量 測定器 を 校正の 対象と した。 これに 加え， 空気 吸収 線量 測 
定 器の 校正に ついて 体系 図で 参考と して 示した。 この 規格で は， 照射 線量が 明確な 物理 量と して 測定 可能 
な こ と 及び 国家 標準の 供給が 照射 線量に よって 行われる こと 力、 ら， 基準 校正に おける ト レー サビリ ティの 

移行 は 照射 線:! 4!: m を 基準に して 行う ものと した。 さらに， 線量 当量 測定器の 校正 は 基本的に は 照射 線 

量 （率） 基準の 校 I に 場で 行う ものと した。 この 考え方に 基づき， 国家 標準から 照射 線量 (率) 基準 及び ICRU 

球 線量 当量 （率） 基準 を 経て 実用 測定器に 至る 校正の 体系 を， 基準 校正 及び 実用 校正に 区分して 本体の 図 
1 に 示した。 

計量法に よって 一次 照射 線量 (率) 基準 は， 特定 標準 器 を 用いて 設定され， 二次 照射 線量 (率) 基準 は 
特定 二次 標準 器 によって 設定され る。 

実用 照射 線量 (率) 基準 は， 二次 照射 線量 (率) 基準に よ つ て 校正 さ れた 照射 線量の 基準 測定器 又は 実 
用 照射 装置 を 用いて 設定され る。 

照射 線量 実用 測定器の 校正 は， 実用 照射 線量 (率) 基準 又は 二次 照射 線量 (率) 基準の いずれ か を 用い 
て 行う ことができる。 

線量 当量 実用 測定器の 校正 は， 照射 線量 （率） 基準に 線量 当量 換算 係数 を 乗じて 求めた ICRU 球 線量 当 
量 （率） 基準に よって 校正され る。 

5. 校正の 不確か さの 求め 方 測定に おける 不確か さの 評価に 関して， 1993 年に， BIPM (国際 度量衡 局）， 
IEC (国際 電気 標準 会議)， OIML (国際 法定 計量 機関） などの 7 機関の 共同 編集に よる 国際 文書 (Guide to the 
Expression of Uncertainty in Measurement) が 発行され た。 この ガイ ドは， ISO (国際 標準化 機構） の 技術 諮問 
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グループ (TAG 4) から 提出され たので， GUM と 呼ばれて おり， 国際的に この ガイ ドに 記述され た 方法に 統 
一され つつ ある。 計量法の トレー サビリ ティ 制度で も， この ガイドの 採用が 要請され ている。 

この ガイドで は， 統計的に 求める ことができる 不確か さの 成分 を タイプ A, それ 以外の 成分 を タイプ B 
と 分類して いる。 しかし， この 分類 は 便宜 的な もので 特別な 意味 はない。 

GUM による 不確か さ 表示の 概要 を 次に 示す。 

a) 測定 量 （この 規格で は 校正 定数） を 式で 表す。 この 式に は 各種の 補正 係数 も 含める。 
この 式 を も とに して， 各 成分の 標準 不確か さ （StandardUncertainty) ひ i を 求める。 

b) 測定 量の 合成 標準 不確か さ (Combined Standard Uncertainty) ひ 。 を， 測定 量の 各 成分が 互いに 独立 と みな 
せる 場合， 標準 不確か さ^の 2 乗 和の 平方根で 求める。 

Uc: ゆ 『 

C) 成績 書な どに 記載す る 不確か さ は， 拡張 不確か さ (Expanded Uncertainty) とする。 

拡張 不確か さ ひ は， 包含 係数 (Coverage Factor) た =2， 又は 3 を 用い， 次の 式で 表す。 
ひ： んひ C 

通常 は， 信頼 係数が 95 % に 相当す るん =2 を 使用す る。 

この 規格で も 成績 書に 記載す る 不確か さは， 信頼 係数が 95 % に 相当す る ものと したの でん =2 を 採 
用す る ことになる。 

なお， GUM による 標準 不確か さの 求め 方 は 次のと おりで ある。 

タイプ A ： 同 じ 量の 繰 返 し 測定 による 平均値の 標準偏差。 

タイプ B: 各種の 情報， 測定値な どから 標準 不確か さ を 推定して 求める。 

タイプ B の 場合の 標準 不確か さの 求め 方の 概要 は， 

① 藉目 する 量;^ の 起こり 得る 確率 密度 分布 尸 X の 形状 を 種々 の 情報， 測定値な どから 推定す る。 

© 尸 X の 形状 と し て 対称的な 台形 分布が 想定で き る 場合， 

ぶの 変動 幅 を 土 とおくと， 台形の底辺の幅は2^3， 上辺の 幅 は 2a パと なる。 

ただし， 0^)8^1 で， jS=0 の 場合 は 三角形 分布， i8=l の 場合 はく （矩） 形 分布と なる。 

標準 不確か さ ひ X は, 

ひ だ) /6r 

となる。 三角形 分布の 場合 は ひ， 二 a/V^， く （矩） 形 分布の 場合 は ひ X である。 

③ /\ の 形状と して 正規分布が 想定で きる 場合， ^が 幅士 みの 範囲で 起こり 得る 割合が 約 50 % と 
想定され る 場合 は， 

[/, =1.5 ろ 

同様に 士 みの 範 圏で 起こ り 得る 割合が 約 68 % と 想定され る 場合 は， 
ひ X 二 b 

によって 求める。 

d) 測定 量）^ を 着目す る 量 から 求める {:r = /(x)} の 場合 は， ：r の 標準 不確か さ [；^ は^の 標準 不確か さ 

を ひ X とおくと， 次の 式で 求める。 

ひ、 = C ひ X 

C は 感度 係数で， C 三 dfl dx 

例えば， y 線 源から 検出器 中心までの 距離が Im において， 距離の 不確か さが 最大 幅で ± 1cm と 推 
定 され， ±0.5 cm の 範囲に 設定され る 確率が 一様で ある ものと 想定され る 場合 は， 検出器が 設定され 
る 距離の 確率 密度 分布 は， 13 -0.5 の 台形 分布で 近似で きる。 
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設定 距離ぶ の 変動 幅が 士 1 cm であるので 二 1 cm となる。 したがって， 距離の 標準 不確か さ ひ X は 

[(1+ 0.5 2 )/6]' ハニ 0.46(cm) となる。 線量 率 は 距離の 逆 2 乗で 変化す るので， 感度 係数 c は， c 二 2 となる。 

したがって， 線量 率 計の 校正に おける 距離 設定に よる 相対 標準 不確か さみ は， C 二 2 とおき， 
ひ. 二 2(0.46/1 00) 二 0.009 2 

となる。 百分率で 表すと 0.92 % である 力 5 ， 不確か さは 四捨五入 ではなく 切り上げて 表示す る 慣習で ある 
ので， 2 けた 表示の 場合 は 1.0(%) となる。 

成績 書に 記載す る 校正 定数の 不確か さ ひ は， これらの 不確か さの 成分 t/yi の 2 乗 和 を 加算して 平方根 を 
求め， これに 包含 係数ん 二 2 を 乗じて 次の 式で 求めた もの を 使用す る。 

ひ =2( ひ ノ + ひノ + ひ 

6. 校正の 不確か さ 

6.1 基準 校正の 不確か さ 基準 校正と して は， 本体の 図 1 (校正の 体系 図） によって 3 種類の ルー ト を 想 
定 している。 

① 一次 照射 線量 （率） 基準 （国家 標準 又は 指定 校正 機関） を 設定した 場に よって， 特定 二次 標準 器 を 
校正す る 方法。 

② 二次 照射 線量 （率） 基準 （認定 事業者な ど） を 設定した 場に よって， 基準 測定器 を 校正す る 方法。 

③ 実用 照射 線量 （率） 基準 （現場の 校正 設備） を 設定した 場に よって， 実用 基準 測定器 を 校正す る 方 

法。 

トレー サビリ ティ 制度に お ける 線量の 国家 標準 は， 特定 標準 器に よ つて 指定 校正 機関が 維持す る 。 

① の 特定 標準 器 を 用いて 特定 二次 標準 器 を 校正す る と きの 不確か さ (ひ 0) は, 国家 標準 器の 性能， 標準 場 
の 環境 • 測定 条件， 特定 二次 標準 器の 性能 及び 照射 装置の 性能が 合算 されて 士 3 % と 見 積 もられて いる。 

特定 二次 標準 器に よ つて 二次 照射 線量 (率) 基準 を 値 付け するとき の 不確か さ (^は， 特定 二次 標準 器の 

不確か さ （ひ 0) に 校正 場の 環境 • 測定 条件 (ひ) 及び 照射 装置の 性能 (ひ 2) の 不確か さ を 本体 5. の 方法に よって 合 

算 して 算出す る。 （ひ I) は， 温度 • 気圧の 器 差， 指示 値の 読取り 不確か さな どで ある。 （tTz) は， 照射野の 均一 
性， シャツ タ 開閉 時間， 安定性 及び 線 質の 変化 （散 3 し 線の 寄与 率で 変化す る） が 代表的で ある。 

② の 二次 照射 線量 （率） 基準 を 設定した 校正 場で 基準 測定器 を 校正す る 場合の 不確か さは， ①の ひの 不 
確かさ（^)， ひ I， ^) に 置換 法に よる 校正の 不確か さ 073) 及び 基準 測定器の 性能 (仏) を 合算して 算出す る S 

上記， ③の Cs-137 又は Co-60 の]/ 線 エネルギー によって 実用 照射 線量 （率） 基準 を 設定した 校正 場で 実 
用 基準 測定器 を 校正す る 場合の 不確か さは， ②の 不確か さ （仏， ひ I， U2, ^及び 仏) に 実用 基準 測定器の 変 
動 係数 ±3 %(^^)を合算して算出する。 

各 ルートに よって 校正 を 実施した 場合の 最大の 不確か さに ついて 計算 例 を 次に 示す。 

なお， 計算 式の 数値の 下の"〜 g は， 次の 事項に 対応す る 不確か さ 又は 誤差 を 示す。 

a 特定 二次 標準 器 (仏 士 3.0 % 

b 二次 照射 線量 （率） 基準 (^二 土 4.9 % (t^， ひ 1， の 2 乗 和) の 平方根 

C 環境 • 測定 条件 (ひ 1)= 士 U % [0.3^ (温度） +0.42 (気圧） (読取り）] の 平方根 

d 照射 装置の 性能 (仏) =± 3 .7 % [3 2 (均一 性） +1 2 (シャツ 夕） +2 2 (安定性） +0. 22 (線 質)] の 平方根 

e 置換 法の 校正 (fA) 二 ±0.3 % [0.22 (位置 設定） +0.2 2 (校正 ジグの 散乱 寄与)] の 平方根 

f 基準 測定器 性能 (仏) =±2.3 % [I 2 (エネルギー） +1 2 (方向） +1 2 (再現 性） +1 2 (ス テム） +0.5 2 (直 

線 性） +0.5 2 (線量 率） +1 2 (本体の 温度)] の 平方根 
g 実用 基準 測定器 性能 (f/s) 二 土 3.0 % 
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① の 場合 士 3 % 

② の 場合 +1， 12 +3.72 + 0.3〜 2.32 =±5.4 % 

a C d e J 

③ の 場合 a/32 +1.12 +3,72 +0.32 十 2.32 十 3" = 土 6.2 % 

a C d e f g 

上記 結果に 基づいて， ②の 不確か さ を ±5 % とし， ③の 不確か さ を ±6 % と 規定した。 
6.2 実用 校正の 不確か さ 実用 校正と して は， 本体の 図 1 の 校正 体系 図に よって 次の ルー ト を 想定して 

いる。 

④ 実用 照射 線量 (率) 基準 を 設定した 場に よって， 照射 線量 実用 測定器 を 校正す る 方法。 

© 二次 照射 線量 （率） 基準 を 設定した 場に よって， 照射 線量 実用 測定器 を 校正す る 方法。 
© 実用 照射 線量 （率） 基準に， 線量 当量 換算 係数 を 乗じて ICRU 球 線量 当量 （率） 基準 を 設定した 場 
によって， 線量 当量 実用 測定器 を 校正す る 方法。 

⑦ 二次 照射 線量 （率） 基準に， 線量 当量 換算 係数 を 乗じて ICRU 球 線量 当量 （率） 基準 を 設定した 場 
によって， 線量 当量 実用 測定器 を 校正す る 方法。 

® 線量 当量 実用 基準 測定器に よって ICRU 球 線量 当量 （率） カ嚷 付けされ た 実用 照射 装置 を 用いて 校 
正す る 方法。 

線量 当量 実用 測定器の 校正で は， 照射 線量 (率) 基準に 線量 当量 換算 係数 を 乗じて ICRU 球 線量 当量 (率) 

を 求める 場合の 誤差 は 考慮し ないた め， 校正の 不確か さに ついては 照射 線量 実用 測定器の 場合と 同じ と考 
えた。 

実用 測定器 を， トレー サビリ ティ 制度の 考え方に 従って 校正しょう とすると， 本体の 表 1 に 示す ような 
測定器の 性能 を 再評価し なければ ならない ことになる。 しかし， 各 実用 測定器 は 製作す る 時点で， JIS に 
基づき 形式 検査 を 行い， 性能 を 明らかにして， これ を 受渡 検査 及び 取扱説明書に 明示して いる。 したがつ 
て， このよう な 実用 測定器 は 校正の ために， 本体の 表 1 のよう な 測定器の 性能 を 再度 評価す る 必要 はない。 
実用 校正 は， 現場で 使用す る 測定器の 性能 維持 を 目的と する 校正で あ り， 決めら れた 放射線 エネルギーで 
各 レンジ を 1 点ずつ 定期的に 校正 を 実施す る ことに 意味が ある。 この ことから， 実用 測定器 校正に おける 
被 校正 測定器の 誤差 は 校正 時の 指示 変動が すべてで あ り， この 誤差 を 見積も る ことで 十分で ある。 

代表的な 実用 測定器の 指示 変動 は， 各 製造業 者の 測定器 又は その 測定 レンジの 時 定数に よって 異なる が， 
GM サーベイ メータで 5〜15 % ，電離 箱 サーベイ メータで 5〜10 % である。 これらの 誤差の 最大値 は 15 % 
であると 考えて よい。 

したがって， ④， ® の 校正の 不確か さは， 逆 2 乗法で 行う 場合 は， ②の 不確か さに 実用 測定器の 指示 変 
動 誤差 (^76)， 逆 2 乗法に よる 校正 場の 誤差 O/y) を 合算して 算出す る。 また， 置換 法で 行う 場合 は， ②の不 確 

かさに ひ 3， ひ 6 を 合算して 算出す る。 

⑤ , ⑦の 校正の 不確か さは， 逆 2 乗法で 行う 場合 は， 二次 照射 線量 (率) 基準の 不確か さ (ひ), 実用 測 

定器の指示変動誤差(^^)及び逆2乗法にょる校正場の誤差(^/7)を合算して算出する。 また， 置換 法で 行う 場 
合 は， 二次 照射 線量 (率) 基準の 不確か さ （f/)， 置換 法の 校正の 不確か さ 及び 実用 測定器の 指示 変動 誤差 
(仏) を 合算して 算出す る。 

⑧ の 校正の 不確か さは， ②の 不確か さに 実用 測定器の 指示 変動 誤差 (仏)， 実用 基準 測定器 及び 実用 照射 
装置の 変動 係数 (仏) ±5 % を 合算して 算出す る。 

各 ルー 卜に よって 校正 を 実施した 場合の 最大 不確か さの 計算 例 を 以下に 示す。 

なお， 計算 式の 数値の 下に 示す h〜j は， 下記の 事項に 対応す る 不確か さ 又は 誤差 を 示す。 
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/| 実用測定器の指示変動誤差(f^)ニ±l5 % 

/ 逆 2 乗法に よる 誤差 (f/7)=± 3 % 

j 実用基準測定器及び実用照射装置性能([^)ニ士5 % 

①， ® の 実用 照射 線量 （率） 基準 を 用いる 場合 

― 置換 法の 場合 ソ 5.42 + 152 + 0.32 二 土 15.9 % 
® h e 

- 逆 2 乗法の 場合 A/5.42+152+32 =±16.2 % 
② h i 

©， ⑦の 二次 照射 線量 （率） 基準 を 用いる 場合 

一 置換 法の 場合 ^4.92 + + 0.32 二 土 15.8 % 
b n e 

逆 2 乗法の 場合 7^.92+152+32 =±16.1 % 
b h i 

® の 実用 照射 装置 を 用いる 場合 V5.42+152+52 =±16.7 % 

② h i 

上記 結果に 基づいて， 実用 校正の 不確か さ を ±20 % に 規定した。 
7. 基準 器 及び 照射 装置 

7.1 基準 測定器 一次 照射 線量 基準 と 二次 照射 線量 基準 は， それぞれ 特定 標準 器 及び 特定 二次 標準 器に 
よって 設定され る。 特定 標準 器 及び 特定 二次 標準 器 は， 計量法 トレー サビリ ティ 制度に 基づく ものである 
が, 旧 JIS(JISZ 4511:1991) の 一次 基準 測定器 及び 二次 基準 測定器に 対応す る。 また， トレー サビリ ティ 体 

系と して は， 二次 照射 線量 基準に よって 校正され た 基準 測定器が 加えられ， 実用 基準 測定器と ともに 実用 
照射 線量 基準 を 構成す る。 特定 標準 器， 特定 二次 標準 器 は トレ一 サビリ ティ 制度の 範ち ゆ う であって， ト 
レー サビリ ティ 制度に よって 規制され る。 基準 測定器の 性能 は， 本体 6. に 示す 校正の 不確か さ を 担保で き 
るよう に 規定され， 本体の 表 1 (基準 測定器の 性能） に 示されて いる。 

基準 測定器と して は， 電離 箱 式が 照射 線量に 対し， 原理 的に エネルギー 特性が 優れてい る ことから 電離 
箱 式 を 基準 測定器と して 使用す る ことと している。 

本体の 表 1 において， 検出器の 使用 エネルギー 範囲 を 三 段階に 分類して いるの は， 基準 測定器の 構造が 
各々 の エネルギー 範囲で 異なる ためで ある。 これ は X 又は） V 線の エネルギーの 大小に よって， 電離 箱の 壁 
(又は 窓） の 厚さ を 変える 必要が あるた めで ある。 一般に 30 keV 未満の エネルギー 範固 では 薄膜の 入射 窓 
を 設けた 電離 箱が 使われて いる。 30〜30() keV の 範囲で は 壁 厚の 薄い 指頭 形 又は 球形 電離 箱が 使われて い 
る。 0.3〜3 MeV の範 匪で は 前者の 電離 箱に ビル ド アツ プキ ャ ッ プを 装着して 使用され る。 また， 基準 電離 
箱の 電離 電流計 測に は コ ンデ ンサを 用いた 積分 形の 電離 電荷 測定 系が 一般に 使用 される。 

次に， 基準 測定器の 性能 項目に ついて 補足説明 をす る。 

a) レスポンスの 再現 性 同一 照射 条件で X 線， y 線 を 照射した 場合の レスポンスの 再現 性 は， 電離 箱 絶 
縁 体の 照射 効果に よって レスポンスの 照射 時間 依存性 を 生じたり， 電離 箱 通気孔 部の （又は 気密 性） 
構造に よって 電離 箱 内外の 空気 密度が 異なる 結果， レスポンスが 日 変化 を 起こす 場合な どが あり， 結 
果 的に 校正 定数が 経 時 変動 を 起こ す ことになる。 

b) 方向 特性 電離 箱で は， 照射 方向 依存性 を もった めに 生じる 校正 定数の 変化 は， 基準 測定器 を X 又は 

線 ビーム 軸 上に 設定す る 場合， 電離 箱の 照射 中心 軸と ビーム 軸との 開き 角 を ±2 度 程度で 合致 させ 
る こと は 可能で ある。 この 設定 幅 内での 校正 定数の 照射 角度 依存性が 小さい ことが 基準 測定器の 条件 
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の 一つで ある。 

1:12 離 箱の 壁面 又は 中心 電極が 照射 ビーム 軸と 平行になる 構造の 場合 は, 微小 角度の 方向 依存性 を 一 

般に 示す ことにな り， また， 線 源との 距離に 依存して 校正 定数が 変化す る 傾向に ある。 
C) 線量 率 特性 照射 線量 測定器の 線量 率 依存性 は， 照射 線量 率が 小さい とき は バックグラウンド 電流な 
どの 雑音 成分の 割合が 大きいた め， また， 照射 線量 率が 大きい とき は， イオン 再 結合 損失に よる 信号 
成分の 減少の ため， 電離 箱の 校正 定数 は 線量 率に 依存して 変化す る。 校正に 使用す る 線量 率 範囲に 対 
応し， 適切な 電離 箱 容積の 基準 測定器 を 選定す る ことが 必要で ある。 

d) ス テム 効果 電離 箱 支持 部 (ス テム) の 照射 効果 は， 電離 箱の 支持 部， 信号 ケーブルとの 接続 部， 検出 
器と 合体した 前置 増幅器 部な ど を 照射す ると， 信号 電流が 漏え い （洩） したり， 副 電離 箱と して 作用 
したり， また， 散乱 線 効果で 增感 したりす る。 したがって， 照射野 寸法と 電離 箱 支持 部 構造と に， こ 
の 効果 は 依存す る。 

e) 目盛の 直線 性 基準 測定器の 大部分が ディ ジ 夕 ル 目盛 を 採用 している ので， 増幅器の 直線 性 はこの 特 
性に 依存し， 良好で ある。 アナログ 目盛の 場合 も， 記録 計 用の 出力端子 を 設置して いるので， デ イジ 
タル 電圧計 を 使用 すれば 直線 性 は 一般に 良好で ある。 

7.2 実用 基準 測定器 実用 校正の 場合， 校正 装置 又は 照射 条件 は 種々 である。 このため 実用 基準 測定器 
に は， 実用 照射 装置， 照射 条件の 多様 さに 対応で きる ように， 基準 測定器の ほか， 同一 形式の 検出 部 を も 
つ 測定器 を 実用 基準 測定器と し， 実用 校正が できる ようにした。 校正の 基準と して 基準 測定器で あると い 
かなる 形式の 実用 測定器 も 校正で きる 力 N 同一 形式の 実用 測定器 を 実用 基準 測定器と した 場合， その 形式 
の 実用 測定器 だけ を 校正で き る。 

実用 基準 測定器の 場合， 性能 は 測定器 指示 値の 変動 係数で 示され， 本体の 6.2 に 示される 性能 を 担保す 
る 観点から， 本体 7.2b) に 示される 数値と なって いる。 

7.3 照射 装置， その他 校正に 必要な 器具の 性能 照射 装置 及び その他 校正に 必要な 器具の 性能 は， 本体 

6. に 示す 校正の 不確か さ を 担保す る 観点から 性能 を 規定した。 

本体 7.3a) 及び 7.3b) の 照射 装置 再現 性 確認に ついて， 基準 測定器 又は 実用 基準 測定器 を 組み合わせて 確 
認 する 場合， 再現 性 は それぞれ 測定器の 再現 性 （指示 値の 変動 係数） 内と する。 

8. 基準 校正 
8.1 校正 方法 

8.1.1 実用 基準 測定器 又は 実用 基準 線 源 計量法の 卜 レー サビリ ティ 制度に 基づき， 基準 測定器 は 特定 

二次 標準 器と 照射 装置に よって 校正され ている ことと した。 また， 基準]^ 線 源の 照射 線量 率の 決定 は， 散 
乱 線の 影， を 低減す るた めシャ ド コーン 法に よって 行われて いるものと した。 
実用 基準 測定器 は 基準 測定器 を 用いて 校正し， 実用 基準]/ 線 源 は 基準 測定器 を 用いて 線量 率の 値 付け を 

行う ことと した。 

8.2 基準 校正の 校正 範囲 

8.2.1 実用 基準 測定器 本体の 表 1 (基準 測定器の 性能) に 示される 性能 を 満たす ものと し， 基準 測定器 

の 校正 範囲 について は 参考 表 1 による。 

8.3 基準 校正の 環境 条件 本体の 表 4 に 示した "基準 校正の 校正 時の 環境 条件" 中の 気圧に ついては， 
hPa を kPa に 変更した。 

a) 1EC 規格の 条件 （85〜106kPa は， 基準 校正に は 緩やかす ぎる ので 95〜103 kPa) とした。 

b) 相対湿度 について， 本体の 表 4 及び 表 6 の 相対湿度 に関する 試験の ための 環境 条件 は， J1S Z 8703 (試 
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験 場所の 標準 状態) における 標準 状態の 湿度 は， 相対湿度 50 % 又は 65 % の いずれ かで ある 力;， この 
規格で は 65 o/o が 採用され， 湿度の 許容 差 ±20 % (湿度 20 級） が 採用され ていた。 

この 湿度 20 級 は， 標準 状態の 相対湿度 65 % に対して だけ 用い， 45〜85 % の 湿度 範囲 を 常 湿と し 
ている。 我が国に は， 欧米と 異なる 独特の 気候 風土が ある。 

特に 冬場 は 極めて 低湿 度の 作業 環境が 出現して しまい， 加湿 しないと 常 湿の 範囲の 下限 を 維持で き 
ない 状態に 陥って しまう ことが 多々 ある。 

このよう な 低湿 度の 作業 環境 下で 測定器が 使用 される こと， また， 低湿 度の 校正 環境 下で 校正 し た 
場合の 校正 定数と その 不確か さと 湿度 下限 （RH45 %) で 校正した 場合の 校正 定数と その 不確か さに 
与える 相対湿度の 差の 影響 は， 無視で きる ほど 小さい。 

このため， 標準 状態の 相対湿度 を 65 o/o とし， 湿度 20 級， すなわち 常 湿の 範囲 （45〜85 %) の 上 
限 値 （85 %) 以下と し， 下限 は 設けない ことと した。 
C) ノ ズック グラウンドに ついては， 本体の 表 4 及び 表 6 の 標準 校正 並びに 実用 校正の 環境 条件に 関し， 測 
定器を 校正す る 領域に おいて 0,22 ^iGy/h と した。 改正 前の バッ ク グラ ゥ ン ド 線量 率 は， 6.45 X lO-'C/(kg- 
h)=25 jLiR/h である。 

今回の 改正で は 空気 カーマ 率で 表示す る ことになる 力ま， この 照射 線量から 空気 カーマへの 換算 係数 
は， 8.76(rnGy/R)X リ (1-g) である。 ここで， この 規格で 扱う）/ 線 源に ついて 格納 状態な どから 漏え い 線 
量 率が 大部分で あれば， l/(l-g) 与 1 と 扱っても 影響 はない。 したがって， 1 として 換算で きる。 
これ を 換算す る と 0.219 jiGy/h となる ので， 測定器 を 校正す る 領域で^ 0.22 HGy/h と した。 
8.4 基準 校正の 照射 条件 

8.4.1 実用 基準 測定器 実用 基準 測定器の 照射 条件に ついては， 本体の 表 5 による ことと した。 

9. 実用 校正 

9.1 実用 校正 （本体の 表 6 について） 実用 校正 時の 環境 条件 を 本体の 表 6 に 規定した。 今回の 改正で 
は， 実用 校正 時の 環境 条件の う ち 気圧 を IEC の 規格に 合わせ 85〜106 kPa と した。 

実用 校正 は， 一般に 現場と 直結した 場で 校正され ており， 基準 校正 を 実施す るた め に 設備 さ れた 温度， 
湿度， 気圧な どの 制御 管理機能 を もつ 施設と は， 環境 条件が 異なり， 基準 校正の 環境 条件 を 実用 校正に 適 
用す る こと を さけ， 実用的な レベルでの 規定 を 設けた。 ただし， 温度， 気圧な どに 対する 依存性が 大きい 
実用 測定器に ついては， 本体の 表 6 に 示す 環境 条件 下で も 補正 を 行う こ とが 望ま しい。 

実用 校正に 用いる 実用 照射 装置と して， 錯で 遮へ いした 容器 内の 周囲に 放射能が 等しい 棒状 線 源 を 対称 
に 配置し， 容器の 中心に 検出器 を 挿入す る 揷入孔 を 設け 検出器 部に おける 線量 率の 空間 分布の 均一 化 を 図 
つた 小形 構造の 簡易 形]/ 線 校正 装置な どが 含まれる [南， 清水， 上 沢： 保健 物理， 19， 329〜333(1984)]。 
この場合， この 簡易 形]/ 線 校正 装置で 校正が 行える 放射線 測定器 は， 同一 形式， 同一 仕様の ものに 限定 さ 
れる。 さらに， 放射線 測定器の 設置 位置 関係， 変動 係数な どが 一定の 変動 内で ある こと を 確認す る 必要が 
ある。 

10. 照射 装置 及び 測定器の 配置 基準 校正 及び 附属 書 1 (規定） の 3. に 示す 個人 線量 計の ファントム 校正 
を 考慮し， 照射 装置， 測定器の 配置， 照射 条件な ど を 規定した。 照射 装置 か ら 2 m 程度 離 して ファントム 

校正が 実施で き， 力、 つ， 校正 時に おける 散乱 線 を 低減 化させる ため コリ メート 形]/ 線 照射 装置の ビーム 広 
がり 角度 は， 30° 以下と した （ただし， 40° のコリ メータ も 現在 使用され ている ので 備考に 記載した。）。 
X 線 照射 装置の ビーム 広がり 角度 は 照射野の 均一 性 を 考慮して 15 度 以下と した。 
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非コ リ メート 形)^ 線の 場合 は， 散乱 線の 影響が 非常に 大きい ので 散乱 線 低減 化の ため 室の 中央で， 線 源' 
測定器 間 距離 を 2 m 以下に 規制した。 

なお， 線 源 法の 場合に は， 線 源 • 測定器 間 距離 を 2m 以上と する 場合に は シャド コーン を 用い， 散乱 線 を 
評価して 差 引き を 行い， 校正 を 実施し なければ ならない。 

11. X 線の 線 質 X 線に よ る 標準 測定器の 校正 は， 一般に 脈動 率 10 % 以下の 電圧で 発生 させた 連続 分布 

X 線 を 用いて 行われる。 この X 線の 線 質 は， 放射線 防護 用 計測に おいて は， 実効 エネルギーで 表示され る。 
しかし， ろ 過 条件の 異なる 種々 の X 線に 対し， 実効 エネルギーが 同一になる 条件が 存在す るので， この ほ 

かに 複数個の パ ラメ 一夕 を 併記す る とより 明確に 線 質が 規定で き る。 

線 質 を 表す パラメータに は， 実効 エネルギーの ほかに 管 電圧， 半価 層， 均等 度， 線 質 指標， 平均 エネ ル 
ギ一 などが ある。 

独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所に お ける 標準 測定器の 校正 結果の 表示で は， 実効 エネルギー， 管 電圧 

及び 第一 半価 層の 3 種類が 記載され ている。 現在， 放射線 防護 用 測定器の エネルギー 特性 試験 は， 主と し 
て 線 質 0.7 シリーズ を 用いて 行われて いる 力、 他の 線 質に ついても 再 設定が 進められ ている。 

管 電圧が lOOkeV で， 線 質 指標が 0.3， 0.5， 0.7 及び 0.9 の 場合の 光子 スぺク トル 形状 を 解説 図 1 に 示す。 
-一般に， 診断 レベルで は 線 質 指標の 値が 小さ な もの 力 V 環境 レベルで は 大きな も のが 使用 されて いる。 
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管 電圧： IOOkV， 線 質 指数 （0/) =0.3， 0.5， 0.7 及び 0.9。 

(QI) =0.5, 0.7 及び 0.9 の 各 シリーズの スペクトル は， ISO 4037 の 高 線量 率， 広 スペクトル 及び 低 線量 率 
シリーズの ス ぺクト ルの 形状 と 各々 同等で あ る 。 

解説 図 1 線 質 指標 及び X 線 スペクトルの 形状 



なお， 単色光 子の 場合 は 線 質 指標が 1 に 相当す る。 医用 X 線分 野での 線 質 表示 は， 管 電圧， 第一 半価 層 

及び 均等 度 を 主と して 用いて きた。 実効 エネルギー は 半価 層から 計算で 求める もので， 半価！ゥ^測定用フィ 
ルタの 材質に 依存して 同一 ビーム 条件で も， 多少 異なる エネルギー 値と なる。 したがって， 半価 層で 表す 
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方が より 明確で あり， 実効 エネルギーと 第 -半 価 層との 併記 も 行われて いる。 

しかし， 30 keV 以下で は アル ミニ ゥム を， 30〜2()0 keV の 範囲で は 銅 を 各 々半価 層 測定 用フィ ルタ とし 
て 使用 すれば， 実効 エネルギーが 滑らかに 接続され て 実用 上の 支障 はない。 放射線 防護 用 測定器の ェ ネル 
ギー 校正 用の 線 質に 関して， 国際 標準化 機構 (ISO) によって 1979 年 国際規格が 初めて 制定され， 1996 年に 
改正が 行われた [ISO 4037-1(19%)]。 同 規格に おいて は， 連続 分布 X 線の 場合 その スぺク トル 幅に お 目 し， 
半価 幅が 平均 エネルギーの 30 o/o 前後の "狭 スぺク トル" 及び 50〜60 o/o の "広 スぺク トル" の 各 シリーズ 
を 判定し， 通常， 狭 スペクトル シリーズの 使用 を 推奨して いる。 これらの 狭 スペクトル シリーズ 及び 広ス 
ぺク トル シリーズ は， 線 質 指標で 表すと それぞれ 0.8 及び 0.7 程度に 相当す る。 

なお， この ISO 規格で は， 実効 エネルギーに 代わり 光子 スぺク トルの 平均 エネルギーが 採用され ている。 
しかし， この 程度の 重ろ 過 条件に なると， 実効 エネルギーと 平均 エネルギーとの 差異 は 認められない。 

これらの シリーズ は， 放射線 防護 用 測定器の エネルギー 特性 試験 を 目的と した もので， 他の 目的に は 線 
量 率が 不適切で あり， 後に 治療 レベルの 線量 率の "高空 気 カーマ 率" 及び 環境 レベルの "低空 気 カーマ 率" 
シリーズが 追加され た。 これらの シリーズ は， 線 質 指標の 0.5 及び 0.88 程度に それぞれ 対応す る。 

米国の 国立 標準 • 技術 研究所 （NIST, 旧 NBS) では， 従来から L， M 及び H の 3 種類の 線 質 シリーズ 
を 使用して きた。 これらの 記号 は それぞれ 軽， 中 及び 重ろ 過 を 意味して いる。 1983 年に ISO 規格 を 考慮し 
て 各 シリーズの 内容 を 改正し， H シリーズ は ISO 規格の 狭 スぺク トル シリーズと 等価で これ を 10 keV ま 
で 拡張した ものと した。 この 内挿 及び 外 挿 手法と して， 均等 度が 滑らかな 曲線で 結ばれる ことに 着目して 
行って いる。 

ある 線 質 指標の シリーズ を 使用して 基準 測定器の エネルギー 特性 を 求めた 場合， 一般に 各 エネルギー 点 
の 校正 定数 は， スムーズな 曲線で 結ばれる。 解説 図 2 は， 単色光 子 線に 対して 実線の レスポンス を もつ 測 
定器を 仮定し， これに 線 質 指標が 0.4〜0.9 シリーズの X 線 場 を 使用して 判定した ものと して， 計算で 求め 
た レスポンス である。 線 質 指標が 小さい シリーズ を 使う ほど レスポンス 曲線 は， より なだらか になり， 単 
色 エネルギー に 対す る レスポンスと の 差が 曲線の 極大値 及び 極小値 近傍で 最大に なって いる。 



1.2- 




50 100 150 200 250 

実効 エネ ルギ— （keV) 

実際の レ ス ポンス を 仮定 し ， 線 質 指標 （ひ/) 0.4〜().9 の 各 シ リ 一 ズの X 線で レ ス ポ ン ス を 求めた 場合の 計算 結果。 
解説 図 2 検出器 レスポンスの X 線 スペクトル 依存性の 計算 例 
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この 計算 例で は 吸収 端の 影響が 無視で きる なだらかな エネルギー 特性 を 仮定して いる 力ま， 電離 箱 式の 基 
準 測定器の 場合 は， 一般に この 条件が 運用で きる ので 線 質 指標 0.8 の シリーズ 又は ISO 規格の 狭 スぺク ト 
ルシ リ ーズを 使用 すれば， 単色光 子 線 を 使用した 場合と 同等の 校正 結果が 期待で きる。 

基準 測定器の 場合 は， 広 スぺク トル 又は 線 質 指標 0.7 シリーズ を 使用しても 有意な 差が 認められない 場 
合が 多い。 線量 当量 対応の 測定器 を 校正す る 場合 も 狭 スぺク トル シリーズ 又は 線 質 指標 0.8 の シリーズ を 
使用 すれば， 検出器 材質の 吸収 端が 作用す る 領域 を 除き 単色光 子 線で 校正した 場合と 同等の 結果が 一般に 
期待で きる。 

12. 照射 線量 （率)， 空気 カーマ （率） などの 校正 定数の 求め 方 （本体の 12.3 逆 2 乗法の 場合） 実用 測 

定器 な ど の 定期 的 な 校正 作業 において は， 基準 照射 線量 率と して その 測定 レンジの 1/2 以上の 点で 読取り 

やすい 値 （例えば， フル スケール 30mSv/h であれば 20mSv/h) を 採用す る。 この場合， 置換 法よりも 逆 2 
乗法の 方が 基準 線量 率 を 迅速に 設定で き， 校正 作業 上 有利で ある。 逆 2 乗法に 用いられる 計算 式 は 本体の 
12.3 に 示した 簡便な 式， 基準 測定器で 測定 し た 照射 線量 率 と 距離に よ る 関数 式 (多項式) など， 校正 作業 
を 行う 事業所 又 は 機関 によつ て 各種の 計算 式が 採用 されて いる。 

あ る 距離に おける 基準と なる 照射 線量 率が 明 ら かで あれば， 逆 2 乗法に よつ て 任意の 距離に おける 基準 
照射 線量 率 を 求め る こと がで き る (実際の 校正 作業で は， ある 基準 照射 線量 率の 得られる 距離 を 求める こ 
とが 一般的で ある）。 し 力、 し， ）4 泉の エネルギー， コリ メート）/ 線 又は 非コリ メート）/ 線， 更に 校正 室の 構 
造 (広さ， 構造 材を 含む。) によって は， 線 源からの 距離が 長くなる につれ て 散乱 線の たえ; 5 が 増大し， 逆 2 
乗法で 求めた 基準 照射 線量 率 と 実際に 基準 測定器で 測定され る 基準 照射 線量 率 と の 間に は 差が 生じ る。 

校正 を 行う 場の 条件に よって 多少 異なる 力、 線 源から 5 m の 位置に おける 照射 線量 率に は， コリ メート 
y 線の 場合で 約 1 5 %， 非コリ メート）/ 線の 場合で 約 20〜30 % が 散乱 線に よ る 照射 線量 率 として 含まれる。 
線 源に 近い 位置 （Im 程度） における 照射 線量 率 を 基に， 線 源から 長距離に おける 基準 照射 線量 率 を 推定 
する と 上記の 理由から 誤差 を 伴う こと カ汾 かる。 

逆 2 乗法に おける 誤差 を 小さ く する ために は， 計算に 用いる 基準と なる 照射 線量 率の 推定 間隔 を 短く す 
れば よい。 本体の 12.3 に 示される 式 を 用いる 場合に は， 求めよう とする 距離に 近傍す る 位置に おける 基準 
となる 照射 線量 率 を 用いて 精度よ く 推定で き， 関数 式 を 用いる 場合に は 関数 式 を 作成す るた めの データ 数 
が增 える た め 関数 式の 精度が 向上す る 。 逆 2 乗法で 求めた 基準 照射 線量 率の 基準 測定器に よ る 実測 値に 対 
する 誤差 を ±3 % 以下と する ために は， 基準と なる 照射 線量 率の 測定 をコリ メート ）/ 線の 場合 Im 間隔で， 
非コリ メート）/ 線の 場合に は 50 cm 間隔で 行え ばよ いこと が これ ま での 経験 及び 実験 結果 か ら 明 ら かで あ 
る。 

13. 線量 当量 （率） 測定器の 校正 定数の 求め 方 線量 当量 （率） 測定器 は， ICRU 球 線量 当量 （率） を 測 

定 目的 量と して 製作され ている。 したがって， この 測定器の レスポンス (め は， 本体の 9.2 に 規定す る 方法 
で， ICRU 球 線量 当量 （率） （i7icm など） を 求め， これで この 測定器 を 照射し， 指示 値 (0 を 求める ことに 
よって， 次の 式 (1) で 示される。 



それゆえ， 本 測定器の 校正 定数 は'） は 式 (1) の 逆数と して 次の 式で 示されて いる。 本体で は， この 式 を 用 
いて 校正 定数 を 示した。 
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14. 校正 結果の 記録 ]^ 線 源 を 使用した 場合の 校正 結果の 記録と して， 線 源 番号， 核 種 及び 基準点に おけ 
る 線量 率 を 記 人す る ことと した。 実用 測定器の 校正 結果の 記録 例 を 解説 表 1 に 示す。 ただし， 環境 条件 は 
本体の 表 6 に 示す 規格 値 以内と する。 

a) 校正 結果の 記録 書に ついて "校正" という 用語 は， 『国際 計量 基本 用語 (VIM2)』 の 6.11 項に 規定 さ 

れ， 次のように 記述され ている。 

"校正 (calibration) ； 計器 又は 測定 システム によって 指示され る 量の 値， 若しく は 物質の 測定 及び 參 
照 標準 物質 によって 表される 値と 標準に よって 実現され る 対応す る 値との 関係 を， 特定の 条件 下で 確 
定 する 一連の 作業。" 

"試験" という 用語 は， ISO/IEC GUIDE 2 に "標準化 及び 関連 活動 一一 般 的な 用語 一" の 13 項に 
規定され， 次のように 示されて いる。 

"試験 (test) ； 所定の 製品， 方法 又は サービスに ついての 一つ 又は それ以上の 特性 を 決定す る 技術的 
な 作業であって， 規定され た 手順に 従って 行われる もの。" 

さらに， JISQ 17025(IDT ： ISO 17025) (試験 所 及び 校正 機関の 能力に 関する 一般的 要求 事項） にお 
いて， 試験と 校正に 関する 結果の 報告 （5.10) と は 区別され ている。 

したがって， この 規格に おける "校正 結果の 記録" は， 校正 証明書 (calibration certificate) 又は 校正 報 
告書 (calibration report) で 統一す る ことにな つた。 
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解説 表 1 実用 測定器の 校正 記録 用紙の 例 
(例： 電離 箱 式 サーベイ メータ） 

校正 年月日 平成 年月日 



被 校正 品名 
及び 形式 




製造者 




校正 者 名 




製造番号 




環境 条件 


温度 


相対 温度 


気圧 


〜 。c 


〜 9{) 


〜 kPa 


校正 条件 


校正 結果 


y 線 源 


1cm 線ん (当量 率 
(mSv/h) 


レンジ 
(mSv/h) 


平均 指示 値 
(mSv/h) 


ま 日 7 ヌ 舆走 
(%) 


校正 定数 


Bq 






















Bq 
























y 線 源 


1 cm 線量 当量 率 
(faSv/h) 


レンジ 
(^Sv/h) 


平均 指示 値 
(|iSv/h) 


指示 誤差 
(%) 


校正 定数 


Bq 
























































備 
考 















注 校正 結果の 記録に は， 次の 事項 を 含める ことが 望ましい。 

1. 校正の 方法 

校正の 方法に は， 置換 法， 線 源 法， 逆 2 乗法が ある 力、 より 具体的な マニュアル • 手順 書の 名称 （文 
理 番号 を 含む） を 明示す る こと も 一つの 方法で ある。 

2. 使用した 基準 

1) 基準 測定器の 場合， その 管理 番号と 校正の 有効期限 （自ら 校正 周期 を 設定し， 宣言され ている ことが 
望ましい。）， 又は その 名称， 形式， 製造番号， 製造業 者 及び 校正の 有効期限。 

2) 基準 y 線 源の 場合， 核 種， 線 源 番号， 基準点に おける 線量 率 （値 付け 日 を 含む） 及び 校正の 有効期限 

(自ら 値 付け 確認 周期 を 設定し， 宣言され ている ことが 望ましい。） を 記入す る。 

3) 実用 基準 y 線 源の 場合， 核 種， 線 源 番号 及び 基準点に おける 線量 率 （値 付け 日 を 含む） を 記入す る ほ 
か, 値 付けに 使用した 基準 測定器に ついては， 上記 1) による こと。 
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V. 法令 及び 国際規格の 対応 

1. 放射線 障害 防止法 関係 法令 改正に 対する 対応 放射線に 関連す る 量 は， ICRU Report 33(1980)， ICRU 
Report 60(1998) などに 定義され ており， X 線， y 線の 場 を 表す 量と して， 照射 線量 及び 空気 カーマが ある。 
一方， ICRP Publ.51(1987) の Table 9 及び， 1999 年まで 施行され てきた 放射線 障害 防止法 関係 法令 （昭 

和 63 年 告示 第 15 号： 放射線 を 放出す る 同位元素の 数量 等 を 定める 件) において は， X 線， ）^ 線の 場 を 表 
す 量と して "空気 吸収 線量" が 使用され てきた。 

ICRPPiiW.51 及び 上記 告示に おける "空気 吸収 線量" は， 照射 線量 や 空気 カーマの 代用と して 使用され 
ている もので あり， 対象と している 空間の 点に おいて， "仮に 電子 平衡が 成り立った 場合に， その 点に 存在 
す る 空気が 受 ける であろう 吸収 線量" の 意味で 用 いられて いる。 この "空気 吸収 線量" は， ICRU Report 33, 
ICRU Report 60 などで 定義され 一般に 使用され ている "（空気の） 吸収 線量" と は 異なる ものである。 

なお， 通常の X 線， ん 線の 多くの 場に おいて は， 電子 平衡が 成立して いる こと は 少なく， 多くの場合， 
"ある 点に おける 空気の 吸収 線量" と "その 点で 仮に 電子 平衡が 成り立った 場合の 空気 吸収 線量" との 値 
は 異なって いる。 ICRPPiibl.51 及び これまでの 障 防 法 等で， X 線， ）^ 線の 場 を 表す 量と して "空気 吸収 線 
量" が 使用され てきた の は， 照射 線量の 単位 (C/kg) が 吸収 線量 及び 線量 当量の 単位 (J/kg) と 異なる こ と 及び， 
空気 力 一 マが 一般的でなかった ことによ る 一時的な ものと 考えられる。 

これに 対し ICRPPiibl. 74(1997) において は， X 線， 線の 場 を 表す 量と して 空気 カーマが 使用され， 他 
の 多くの 防護 量 及び 実用 量が 空気 カーマからの 算出 量と して 示されて いる。 また， 障 防 法 等に おいても， 
2000 年の 改正に おいて， 空気 カーマ 力 《取り入れられた。 これによ つて， 線量 限度 を 示す 実効 線量 及び 測定 
すべき 各種の 線量 当量の 値 は， 空気 カーマから 換算され る ことと なった。 

一方， 原子力 安全 委員会に よる 『環境 放射線 モニタリング に関する 指針 （2001 年 改訂)』， 『緊急 時 環境 
放射線 モニタリング 指針 （2001 年 改訂)』 において は， 上記 "空気 吸収 線量" 力 《使用され ている。 このた 
め， この 規格で は， 校正す る 量と して， 照射 線量， 空気 カーマ， 空気 吸収 線量 及び 線量 当量の すべて を 対 
象と した。 

独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所で は， 従来， 照射 線量の 国家 標準 を 設定し， 校正 を 行って きた 力、 空 
気 カーマに よる 校正 も 開始した。 空気 カーマ を X。， 照射 線量 をぶ とすると， 両者 は， 



で 表される。 ここで （PF/e) は， X 線 及び y 線に よって 放出され る 二次 電子に 対する 空気の W 値 を 電荷 素 量 
e で 除した もので あり， g は， それら 二次 電子が 空気 中に おいて 制動放射 によって 失う エネルギーの 割合で 
ある。 

PF/e と g の 値に ついては， 各国 標準 機関が 使用すべき 値と して， か ニ丑：？カフ士化りぅ了/じの値カが！ク， g につ 
いて は， 解説 表 2 に 示す 値が (2) ， 1985 年の 国際 度量衡 委員会の 下に 設置され ている « 離 放射線 諮問委員会 
(CCR1, 当時 は CCEMRI) 第 1 部会に おいて 合意され た。 

一方， ICRU Report 47(1992) に は， この 規格の 付表 3 " 照射 線量— 空気 カーマ 換算 係数" に 示されて いる 
(1 - の 値が 掲載され ている 力、 すべての （1- の 値 を 3 けた 表示と している ため， 光子 エネルギー IMeV 
以下で (1-0) の 値 は 1 となって いる。 したがって ICRU Report 47 における （1- g) の 値の 変化 は， 光子 ェ 
ネル ギ 一が 1 MeV の 所で， 多少 不連続と なって いる。 しかし， 制動放射 損失に 対する 補正が 重要と なる， 
高 エネルギーの 光子 に 対しても （1 - の 値が 示されて いるた め， この 規格 において は， ICRU Report 47 の 
値 を そのまま 採用した。 

(1) B1PM, Physical constants for radiation measurement standards, Comit Consultatif pour les Etalons de 
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Mesure des Rayonnements lonisants, Section I， R 157-1 58 (198d i 
(2) CCEMRI(I)/85-18 (ETLNEWS, 2000.11， V0L6IO, p. 11 に 値 を 掲載) 



解説 表 2 CCRI(I) に よる Sf の 値 



光子 エネルギー (Me V) 


9 


0.05 


0.54 X 10" 


0.10 


0.18X10—3 


0.2 


0.44 X 10— 3 


0.3 


0.71X10-3 


0.4 


0.97x10—3 


0.5 


1.23 X 10—3 


0.6 


1,48X10-3 


0.7 


1.73 X 10- 3 


0.8 


1.99x10—3 


0.9 


2.24X10-3 ■ 


1,0 


2.50X10—3 


1.25 


3.17X 10- 3 


1.5 


3.86X10—3 



2. 計量法 改正に 対する 対応 この 規格 は， 計量法 校正 事業者 認定 制度 (JCSS) に 基づく 基準 測定器の 校正 
は 適用 範囲 外で ある。 しかし， 基準 測定器 を 経由して 実用 測定器に 移行す る 校正の 体系の 中には， 必然的 
に JCSS 制度に よ る 校正の 体系が 含 まれて いるので， 最小限の 用語な ど は 取 り 上げた。 

計量法 トレー サビリ ティ 制度の 普及 を 図 るた め， 計量法の 一部が 改正 さ れ， 平成 13 年 4 月 に 施行 さ れた。 
新計最 法で は "常用 参照 標準" が 新たに 採用され た。 

常 川 参照 標準と は， 特定 二次 標準 器に 連鎖して 校正され た 計量器で あ り ， 校正 事業者の 所有す る 最上 位 
の 標準 器の ことで ある。 特定 二次 標準 器 を 所有せ ず， 常用 参照 標準 を 所有す る 認定 事業者で も JCSS ロゴ 
マーク 付き 校正 証明書 を 発行で きる ことにな つた。 

計 ill 法 ト レー サビリ ティ 制度の 最上 位の 国家 標準 は， 特定 標準 器 及び これと 同等の 特定 副 標準 器で ある。 
これらの 国家 標準で 校正され た 認定 事業者の 電離 箱 式 照射 線量 計 は， 特定 二次 標準 器と なる。 認定 事業者 
は， 特定 二次 標準 器 を 用いて JCSS 校正 を 行う が， これと 同等の 性能 を も つ 電離 箱 式 照射 線量 計 を ヮー キン 
グス タンダ一 ド として 登録し， JCSS 校正 サービスに 使用す る こと もで きる。 

常用 参照 標準の 校正 期間 は， 特定 二次 標準 器と 同等の 電離 箱 式 照射 線量 計で あれば， 特定 二次 標準 器と 同 

様 2 年間で ある。 現在のところ， 常用 参照 標準 は 電離 箱 式 照射 線量 計に 限定され ている が， 電離 箱 式 照射 
線量 計 以外の もの を 指定した いとの 要望 も あり， 検討 中で ある。 

今回の 改正に 当たって は， 計量法の こ の 階層 的 構造 を 校正の 体系 に 追加 記述す ベ きか どう か 議論 となつ 
たが， 放射線の 分野に おいて は 常用 参照 標準に よ つ て 校正す る 認定 事業者が ま だ 実現 していな いこと， 常 
用 参照 標準の 具体的 技術 基维が 定まって いない ことな どの 理由から， 規定に は 取り入れなかった。 

なお， 今回の 改正で は， ISO 17025(2000) ： (試験 所 及び 校正 機関の 能力に 関する 一般 要求 事項）， GUM 
(1995): (計測に おける 不確か さの 表現 ガイ ド） な どの 国家 標準の 要求 事項が 導入され た。 また， 平成 13 
年 4 月から JCSS の 認定 業務が 経済 産業 省から， 独立 行政法 人 製品 評価 技術 基盤 機構の 適合 性 評価 センタ 
一に 移管され た。 

こ の 適合 性 評価 セ ンタ 一は， 計量法の 校正 事業者 認定 制度 と ， 工業 標準化 法の 試験 事業者 認定 制度 と を 
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掌握して いる。 試験 事業者 認定 制度の 概要 を 次に 示す。 

経済の グローバル 化に 対応して， JIS の 国家的 統一， 国際 ルール を 基盤と した 認定 制度の 国際的な 相互 
認定の 確立な ど を 目的と して 平成 9 年に 工業 標準化 法が 改正され， 試験 事業者 認定 制度 （JNLA: Japan 
National Laboratory Accreditation System) 力 《創設され た。 

この 試験 所 認定 制度 は， JIS マーク 対象 品 以外の 品目に ついて 製造業 者が J1S への 適合に 関する 自己 宣 
言 表示 を 行 う 場合の 第三者に よ る 支援 制度で ある。 

認定され た 認定 試験 事業者 は， JIS に 基づいた 試験 を 行い， 試験 結果 を 記載した JNLA 標章 付き 証明書 
を 発行す る。 この 証明書に は， 実施した 試験 項目に ついて JIS の 性能に 適合す る 旨の 表示が できる。 

この 制度 は， 金属 材料， 繊維 製品， 化学品， 電気製品 及び 建築 材料の 分野で 活用 されて いる が， 放射線 
分野で はま だ 認定 さ れた 試験 事業者 は 存在し ないよう である。 

JIS に 基づ く 形式 試験な ど を 行い， JIS の 性能に 適合して いる こ と を 公式に 表明す るに は 試験 所 認定 制度 

の 活用が 必要で ある。 

3. 国際規格 （ISO 4037-1 〜- 3) との 関係 この 規格 は， 国家 標準から 実用 測定器へ と 移行す る 校正の 体 
系 を 明確に し， 実用 標準 測定器， 個人 線量 計な どの 校正 方法 及び 実用 測定器の 確認 校正の 方法 を 規定した 
ものである。 

校正 に 使用 す る 基準 X 線に 関 して は， 線 質の 表示 方法 だ け 規定 し ， 具体的な 発生 方法 は 規定 されて い な 

い。 

実用 照射 線量 （率） • 空気 カーマ （率） 基準な どの 設定 方法， 不確か さの 評価 方法に 関しても 最小限の 規 
定に とどめた。 

ISO 4037 は， 防護 レベル （10 ^iGy/h〜10 Gy/h) 用の 線量 （率） 計の 校正 及び 特性 測定 用の 基準 X 線， 
y 線に 関する 規格で あり， 次の 3 部で 構成され ている。 
4037-1 ： 基準 X 線， y 線の 発生 方法 と そ の 特性 
4 037-2： 空気 カーマ （率） 基準の 認定 方法 

4037-3 ： エリ ァ モニタ 及び 個人 線量 計の 校正 及び エネルギー 特性と 方向 特性の 決定 方法 
である。 次に 概要 を 記述す る。 

4037-1 ： 基準 X 線の 発生 方法と して 蛍光 (F)X 線と 連続 X 線と を 規定し， 更に 連続 X 線 場 を， 低 (し) カー 
マ 率， 狭 (N) スぺク トル， 広 (W) スペクトル 及び 高 (H) カーマ 率の 4 種類の 線 質 シリーズに 分類して いる。 校 
正 又は 特性 測定に 使用す る 線 質の 許容範囲 は 管 電圧の 大きさと シリーズ によって異なり L， N， W の 各 線 
質で は 規定され た 平均 エネルギー 又は 半価 層が 3〜5 o/o 以内で， H シリーズ では 半価 層が 5〜10 % 以内で 
合致す る ことが 規定され ている。 

4037-2: エネルギー 範囲 8keV〜1.3MeV について は， 標準 測定器と して 電離 箱 を 使用し， 標準 線量と し 
て 空気 カーマ （率） を 用いる こと を 規定して いる。 

基準 線量の 決定に 影響す る 各種の 誤差 要因， 補正 項な どに ついて 詳細に 記述され ている。 この 規格の 範 
匪1 外に お け る 4〜9 MeV の 標準 光子 場の 認定 方法 についても 規定して いる。 

4037-3 ： 校正 又は 特性 試験 を 行う 場合の 基準と して， 4037-2 で 求めた 空気 カーマ (率) に 乗じる 次の よ 
うな 線量 当量 換算 係 もれ > 表が 示されて いる。 

70 jim 線量 当量に 対して は， ISO 4037-1 で 規定され た F， L， N， W， H の 各 線 質 シリーズの エネルギー 
点に ついて， 1CRU 球， 指 及び 腕 用の ファントム を 用いる 場合の 種々 の 角度に 対する 換算 係数が 300 keV 
以下の エネルギー について 示されて いる。 
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1 cm 線量 当量に 対して は， ICRU 球 及び 1CRU スラブ ファントム を 使用した ときの， 同様の 換算 係数が 
X 線の 各種の シリーズ 及び)/ 線に ついて 示されて いる。 

VL 今後の 課題 照射 線量 用 測定器 及び 線量 当量 用 測定器の 校正に 関して は， この 規格に 導入され た RI 
線 源の ほかに も， 測定器の エネルギー 特性 を 求める ために 種々 の RI 線 源の 利用 方法が 想定され る。 今後， 
このような RI 線 源 を 用いて 行われる 測定器の 校正に 関し， ト レー サビリ ティ 体系に おける 位置づけ を 明確 
にす る ことが 望まれる。 

RI 線 源の 利用に 関して は， 各 R1 核 種に 関し， 線量 当量 換算 係数， 使用 条件と 校正の 不確か さとの 関連 
を 詳細に 検討し， 校正 方法 を 規格化して 内容の 充実 を 図る ことが 今後に 残された 課題の 一つで ある。 

なお， トレー サビリ ティ 制度 は 標準の 移行に かかる 制度で あり， 用いる 用語 は， 国家 標準， 特定 標準 器 
及び 特定 二次 標準 器 (以上， 計量法に 基づ く 認定 事業所までの 用語) の 用語が 使用され， 以下， 事業所 現 
場で は 標準 測定器， 標準 ン線 源， 標準 実用 照射 線量 (率) など 末端まで "標準，， の 用語 を 使用し なければ 
ならない。 "基準" の 用語 は 検定 制度で 用いる 用語で あり， この 規格での 使用 は 適切で はない ので， 次回の 
見直し 時に 改正す る ことと した。 

VII. 附属 書 1 (規定） 個人 線量 計の 校正 方法 

1. 個人 線量 計 校正の 体系 個人 線量 測定で は， 線量 計と 人体が 一体と なって 測定器 を 構成して いるもの 
とみな され， したがって， 個人 線量 計 校正 時には 人体に よる 散乱， 遮へ い を 忠実に 模擬す るた め 線量 計 を 
ファントム 上に 設置す る こと （ファントム 校正） が 基本と なる。 ファントム 校正 は， ICRU スラブ 線量 当 
量 （率） 基準に よる 個人 線量 計の 校正で あり， その 個人 線量 計の 測定 性能 を 決定すべき 性格 を もった め， 
個人 線量 計の 種類 及び 形式 ごとに 実施し なければ ならない が， 反面， 一度 行えば その後 は 定期的に 実施す 
る 必要 はない。 つまり， 製品 ごとの 形式 検査に 相当す る 校正で ある。 ただし， エネルギー 特性 及び 方向 特 
性 以外の 性能に ついては， 一般に ファ ン トム は 不要で ある。 

個人 線量 計で 測定して いる 量 （個人 線量 当量） は， 自由 空間 中に おける 測定に 利用され る 測定器と は異 
なり， 方向 依存性 を もつ 量で ある。 被ば くの 基本 量で ある 実効 線量 も 同様に 方向 依存性 を もつ 量で あり， 
同じ 照射 条件 下で 個人 線量 当量の 方が 実効 線量 を 安全 側に 評価す る 場合に は， 個人 線量 当量の 方向 依存 値 
力， 人の 被ば く 線量と して 正当化 される 可能性がない とはいえない。 しかしながら， 現在 法令で 示されて 
いる 実効 線量 換算 係数 は， 正面 垂直 入射に 対する もの だけで ある こと 及び， 管理の 実態と して 方向 性を考 
慮し ない 最大 線量 値の 測定が 行われて いる ことな ど， 非 垂直 照射 時の 線量 値 を 線量 限度 及び 放射線 管理 上 
の 規準と する 考え方 は 一般に 通用す る 概念と はなって いない。 したがって， 現段階で は， 個人 線量 計の 校 
正につ いても 他の 測定器に 準じ， 単一 方向 垂直 照射に 対して だけ 規定す る こ と と した。 

個人 線量 計 は， 長期 間 繰り返して 使用され るた め， この間の 品質， 不確か さの 維持 を 確認す るた めの 定 
期 的な 点検 調整が 必要と なる。 このような 実際の 個人 線量 計の 使用に 当たっての 定期 検査に ついても， "フ 
アン トム を 用いない 校正" と して この 校正の 体系に 含める ことによって 個人 線量 計の 長期 間に わたる 性能 
保持 を 図る ことにした。 個人 線量 計の ファントム を 用いない 校正 は， 実際の 個人 線量 計の 管理者が 行う も 
ので あり， 上記の 目的から その 照射 は， 自由 空間 中 又は ある 特定の 照射 条件 下にお いて， ある 特定の エネ 
ルギ 一の）/ 線 を 用いて 行う 照射で 十分で あると した。 

2. ファントム について 個人 線量 計の 校正に おいて ファントム は 既に 広く 使用され ている。 この 校正 用 
ファントム として は， JISZ4331 (X' y 線 及び パ線 個人 線量 計 校正 用 ファントム） で 規定す る ファントム 
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を 使用す る ことが 原則で あり， 今後， 同 規格の 改正 時には， 諸外国の 動勢 を も 考慮し， 更に 校正に 適した 
ファントムが 規格化 される ことにな ろう。 ところで， 現在 ISO 規格な どに おいて は， 比較的 低 エネルギー 
の 光子に 対する 校正の 際に は 30 X30X 15cm の 大きさの 水 ファントムが 推奨され ている。 これに ついては 
強度 及び 使い 勝手な どの 問題 も あり， それ を 国内で 規格化す るか どうか は 前述した JIS の 改正 時の 議論に 
ゆだねれば よい ことで ある 力く この 規格の 範囲 内に おいて は その 使用 を 排除す る 理由 はなく 何ら 問題が な 
い。 

3, ファントム 校正の 距離計 測に 関する こと ICRU の 個人 線量 当量の 考え方で は， その 線量の 定まる 点 

は 人体 （ファントム） 内部の 点で あり， したがって， 人体 表面に 置かれた 個人 線量 計の 検出器 部の 前に 人 
体 組織 を 模擬す る 適切な 厚さの 被覆 を 施せば， 検出器の 位置が 線量 値の 定まる 点に 一致 するとみ なすこと 
がで きる。 このと き 個人 線量 計 は 人体の 一部で あり， 直接 個人 線量 当量が 測定され る。 現実の 線量 計の 検 
出 器 部に おける 被覆 状況 及び 人体との 位置 関係 は 必ずし もこの 概念に は 順応し ない 力 s， 校正 方法の 規格化 
に当たって は 統一した 手法 を 用いるべき であり， 線量の 規定 点， したがって 校正の 基準点に ついても 統一 
した 位置 を 定める ことが 望まれる。 校正の 際に， 校正の 基準点 を どこに すべき かとい うこと は， 校正の 実 
務上 重要な 問題で あり， 線量 計 個々 の JTS において 相違が ある 現状 は 必ずしも 容認すべき もので はない。 
このような ことから， 上記の 考え方に 基づき 線量の 規定 点 を 線量 計の 検出器の 中心に 定める ことと し， 統 
一 を 図る ことと した。 ただし， この 考え方で は， 厳密に は 線量 計 は 人体の 一部と 見なせる 位置 関係に ある 
こ と が 重要で， 少な く と も 検出器 部が フ ァ ン ト ム 表面に 接触 していな ければ な らな いという 条件が 必要 と 
なる。 現実に は 線量 計と 人体の 間に は ホルダーの クリップ 厚さ その他の 要因に よって 空げ き （隙） が 存在 
している が， 世界的に もこの 程度の 空げ きに 伴う 変動 は 許容範囲に あると みなされ ており， 上記の 統一 さ 
れた 方式 は 十分に 合理性が あ る ものと 考える。 一方， この ことから 逆に， 照射 距離 を 2 m 以上 と し た 場合， 
従来の ファントム 表面 を 校正の 基準点と する 方法 も 容認され るべき であると した。 

4. 個人 線量 計の 実用 校正 従来の 本 規格に おいても， ファントム を 用いない 校正 （"実用 校正" という 用 
語 を 用いて いた） について 規定して いた 力、 これ は 主に 後方 散乱 因子 だけに 着目 した 校正の 簡略 化の 方法 
を 示す ものであった。 しかしながら， 後方 散乱 因子が ファントムの ある 場合と ない 場合との 変換 手段と し 
て 使用で き るの は， ファント ム 校正に 使用した 照射 場 と 同一の 場での 照射に 限られ， 一般に 広 く 利用 さ れ 
ている 円形の 照射 装置 及び 簡易 形の 照射 装置に おいて は 十分に その 方法の 妥当性 を 説明す る こと はでき て 
いなかった。 このため， 様々 な 照射 方法が 用 いられる 個 人 線量 計 の ファントム なし 校正 の 考え方 を 統一 し 
て 明確に する ことと し， 用語 も "ファントム を 用いない 校正" と 一般化した。 

この 規格に おいて は， ファントム を 用いない 個人 線量 計の 校正 は， ファントム 校正に よって 校正 定数 を 
確定 させた ある 形式の 個人 線量 計 を 用いて， 同一 形式の 線量 計 を （どのような 装置 及び 線 源で あろうと） 
一定 条件の 他の 方法で 照射す る 場合の 校正の やり方で あると した。 つまり， あらかじめ ファントム 校正に 
よって 校正 定数 を 得た 個人 線量 計 そのもの を， それと 同一 形式の 線量 計に 対して だけ 使用可能な "実用 基 
準 測定器" と 見なす 一般的 方法で ある こと を 明示した。 これによ つて 多数の 線量 計の 同時 照射 を 目的と す 
る 円形の 照射 装置の 利用 及び 基準 線量 率 を もた な い 小 線 源の 利用 など も 明確に この J1S の範 ちゅうとして 
容認され る こ と となり， 使用者に よる 線量 計の 独自の 定期的な 品質管理の 可能性が 増大した。 

なお， 従来の 後方 散乱 因子 を 使用す る 校正 は， この 一般化した "ファントム を 用いない 校正" の ある 特 
別 な-一例 と 考える こと がで き る 。 
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VIII. 附属 書 2. (規定） 実用 測定器の 確認 校正 

確認 校正 は， 国家 標準に つながる 本体 4. "校正の 体系" の 中で 校正され た 実用 測定器の 性能が 校正 後 も 
維持され， 校正 定数が 継続して 使用で きる か 否か を 判定す るた めの 簡易 校正で ある。 確認 校正 は， 3.7 MBq 
以下の 小 線 源 を 用い， 検出器と 線 源の 配置 位置 を 再現 性の良い 方法で 固定し， 指示 値 確認が 可能な レンジ 

で 行 う 。 

現在 も 原子力 施設 内の エリア モニタ， ガス モニタな ど は チヱ ッ キング 線 源 を 用いて 動作 確認 を 行い， そ 
の 結果と して 測定器の 性能と 校正 定数 （換算 係数） とが 継続して 使用で きる こと を 証明して いる。 そこで， 
この 校正 方法 を サーベイ メータに も 適用し， 放射線 測定器 全般に 拡大し， 確認 校正 方法と して 位置づけ， 
確認 校正 を 新規に 規定した。 解説 表 3 に 実用 測定器の 確認 校正の 記録 用紙 例 を 記載して ある。 
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解説 表 3 実用 測定器 （電離 箱 式 サーベイ メータ） の 確認 校正 記録 用紙の 例 



形式 • 製造番号 



校正 年月 曰 



年 月 曰 



校正 機関 名 



校正 報告書 番号 



環境 条件 



温度 ： 



V 湿度： 



° し ヌ ij 二 匕 



kPa 



使用 線 源 



レンジ 



基準 線量 当量 率 



メータ 指示 値 



校正 定数 



校 
正 
記 



実施 年月 曰 



年 月 



実施 者 名 



初 
期 
確 



環境 条件 



温度 ： 



。c 湿度 



% 気圧 



kPa 



使用 線 源 



照射 条件 



初期 指示 値 



核 種 



線 源 番号 



確認 年月日 



実施 者 名 



環境 条件 



指示 値 



半減期 補正 



点検 結果 総合 判定 



経過 日数 ： 
補正 係数 ： 
ネ甫正 後 指示 値 ： 



経過 日数 ： 
補正 係数 ： 
«! 正 後 指示 値 ： 



経過 日数： 
補正 係数 ： 
補正 後 指示 値 ： 



経過 日数 ： 
補正 係数 ： 
補芷後 指示 値 ： 



経過 日数 ： 
補正 係数 ： 
補正 後 指示 値 ： 



V ^ % 



度 圧 度 

温 気 湿 



V c2 % 



度 圧 度 

温 気 湿 



V ^ % 



度 圧 度 

温 気 湿 



P cS % 



度 圧 度 

温 気 湿 



V ^ % 



度 圧 度 

温 気 湿 



確認 校正 
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IX. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



JIS Z 4511 改正 原案 作成 委員会 構成 表 
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